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○議長（菅 健雄君） おはようございます。 

これより本日の会議を開きます。 

○議長（菅 健雄君） 日程第１、一般質問を行い

ます。 

この際申し上げます。 

各議員の発言は申し合わせの発言時間内において

お願いいたします。 

また、質問は通告に基づき行ってください。 

なお、執行部は質問通告にない事項及び聞き取り

時になかった事項について質問があった場合は、議

長にお知らせください。 

平成１９年第３回豊後高田市議会定例会会議録（第２号） 



６月１２日 

- 23 -  

一般質問通告表の順序により発言を許します。 

○議長（菅 健雄君） ７番中山田健晴君。 

○７番（中山田健晴君） 皆さんおはようございま

す。７番の中山田健晴です。ただ今より、一般質問

を始めます。 

私は、議員に当選以来、本市市民の生活向上を目

途とし、本市において何が必要か、何をすべきかを

基本に議員活動に邁進してまいりました。住民サー

ビスの向上を図ることこそが、市民の負託を受けた

議員である我々の最大の仕事であろうと考えており

ます。今後とも市民の方々とともに議論を重ね、市

の財政基盤の強化を始め、様々な分野において知恵

を出し合いながら行政に携わりつけたいと思います。 

このような考えから、議員になって以来、現在の

豊後高田市に何が必要か、何が足りないのか、市民

は何を欲しているのか、今後の住民サービスの向上

に向け取り組んでまいりました。特に財政の基盤強

化、教育問題、商工業の振興、情報環境の整備等々、

機会あるごとにそれぞれの向上を望み、執行部に提

案し、議論を重ねてまいりました。 

皆さんご案内のように、依然として地方自治を取

り巻く環境は大変厳しく、それぞれ地方自治体にお

いては苦戦が強いられています。当然、本市におい

ても例外ではありません。 

このような現状の中、本市では、観光資源を活か

したまちづくり、学びの２１世紀塾等教育施策によ

る学力アップ、ツーリズムによる農林水産業の活性

化等、官民一体となった多くの方々の取り組みと努

力を重ねてまいりました。その結果として、いまで

は、市内外の多くの方々より、元気のある豊後高田

市と高い評価を受け、多くの視察団及び観光客が訪

れています。しかしながら、財政の苦しいのは本市

におきましても例外ではありません。今後とも官民

一体となったさらなる努力が必要であります。この

ような観点から次の質問を行います。 

まず、新世代ＣＡＴＶについてであります。 

私は、本事業が提案されて以来、その関係者の一

人として、現在に至るまで、一般質問の中において、

一貫して情報網、光ネットワークの必要性を訴え続

け、その重要性について議論を重ねてまいりました。

事業の内容につきましては、皆さんご承知のとおり

でありますので、詳細については省略します。 

また、ご承知のように、本事業につきましては、

事業先進地、事業モデルのない最先端技術であるＦ

ＴＴＨ方式による最新鋭の情報網構築であります。 

市長の昨日の提案理由の説明でもありましたが、

７月に総務省の事業認可も下りました。また、先日

の臨時議会において、告知端末機の予算措置がなさ

れ、ハード整備の諸条件が整い、本事業のハード部

分の全容が見えてまいりました。 

合併後の豊後高田市の新市建設計画の根幹を成す

事業として提案されて約５年経つと思いますが、立

案から現在まで多くの労力と時間、さらにそれに携

わった職員、関係者の労苦に対し、心より敬意を表

します。 

私は、今後の事業完成に向け大いなる期待を持ち

経過を注視してまいりたいと思います。 

それでは最初に、新しく取り入れました告知端末

機が、いまなぜ必要なのか、どのような効果が期待

されるのか、その内容、また、その活用法について、

どのような計画を持っておるのかお尋ねします。 

次に、加入率についてであります。 

今後住民サービスの向上を考えるとき、情報網の

最も有効な方法は住民サービスのコンテンツの開発

と研究と同時に、本事業の趣旨と有効性を考えると

き、住民すべての方々にネットへ接続してもらわな

ければなりません。 

そこで、現時点での加入率の状況とその分析、今

後加入率アップに向けての対応についてお尋ねしま

す。 

次に、加入率をアップさせるためには、個々の工

事費、負担金、使用料等の費用が問題になってきま

す。引き込み工事、宅内工事、加入金など、使用料

の詳細と、それらに対する減免措置等についてはど

のように考えているのかお尋ねします。 

 さらに、自前の光ケーブルによる放送通信網が完

成されます画期的な事業であり、本市の将来を考え

るとき、大変すばらしいインフラ整備が整ったと思

います。しかしながら、現時点では、映像放送分野

が表に出、本事業の主目的である、情報通信ネット

ワーク分野の情報通信のほうがちょっと置き去りに

されているような気がしてなりません。その説明、

運用が今後とも必要と思われます。 

ＣＡＴＶ情報網のこれからの利用法、様々な分野

に活用、利用が期待されています。ともに議論をし、

研究を重ねてきた私であります。今後の活用法につ

いて、市長の見解をお尋ねします。 

 次に、学校給食についてお尋ねします。 

さて、学校給食センターが完成され、先日我々議

員も見学に行ってまいりました。大変素晴らしい施
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設が完成され、その運用に大きな期待がなされてい

ます。いよいよ９月の新学期より新センターでの調

理を開始され、期待と不安があると思われますが、

現在の運用状況と今後に向けてどのように把握して

いるかお尋ねします。 

次に、新センターが完成されるまでは、それぞれ

に自校式及びセンター方式等々で運営されており、

食材の納入につきましても各自の方法でそれぞれに

取り扱っていたと思われますが、新施設における納

入業者について、その業者とその選定法についてお

尋ねします。 

次に、以前より学校給食を考えるとき、安全・安

心を最優先させ、新鮮でおいしい食材の確保が要求

されています。特に、納入品目は地元の管理の行き

届いた食材が最も安全であり、地元のものを最優先

させ、地産地消を考えるべきであると思います。ま

た本市における農林水産業の振興にとりましても、

有意義なことであると思われます。行政、業者、生

産者等、三者一体の取り組みをすべきと思われます

が、執行部の考えをお尋ねします。 

次に、最近特に問題になっているのは、給食費の

未納問題であります。 

本市における未納の現状と分析、その対策につい

て、さらに、モラルについてはどのように考えてい

るのかお尋ねします。 

学校給食センターの完成により、子どもたちの食

に各方面より多くの注目がなされ始めています。改

めて食について議論をするよい機会ができたと思い

ます。多くの人が係わり、多くの問題が提起され、

様々な議論が方々でなされ始めております。食が子

どもたちの成長に大きな大変重要な役割を担ってい

ます。国会におきましても、食が子どもの成長に与

える影響の大きさを考慮し、平成１７年６月に食育

基本法が制定され、食育について検討が始まりまし

た。本市におきましても、次代を担う子どもたちの

ために、行政、学校、家庭、地域それぞれに、食育

について連携の取れた議論をすべきと思いますが、

お尋ねします。 

次は、医療行政についてお尋ねします。 

国の財政硬直化の中、地方でも大変厳しい財政運

営が余儀なくされているのが実情であると思います。 

さて、厚生労働省が、医療費の今後の推移につい

て、昨年１月、次のような将来推計データが発表さ

れました。それによりますと、医療環境が現行のま

ま推移した場合、２０１５年の国民医療費は４７兆

円、２０２５年には医療費が現在の約２倍、約６５

兆円と推計されています。この額を消費税ベースで

換算しますと、消費税８パーセントに当たるそうで

あります。また、別のデータによりますと、これも

やっぱし約７パーセント弱というように発表されて

います。驚きより恐るべき数字であります。 

特に高齢者の多い地方都市においては、その影響

はさらに深刻であり、高齢化率が高いほど医療費が

多くかかるのもご承知のとおりであります。 

特に脆弱な財政基盤であり、今後高齢化の予想さ

れる本市においては他人事ではありません。今後医

療費の増加が予測され、財政硬直化が予測されます

が、執行部の医療行政に対する認識と、今後の対策

について、その考えをお尋ねします。 

また、最近、医療費の削減を図るため、成人病等

高齢者医療の分野において、対症医療及び予防医療

についての取り組みが検討されています。特に最近

では、予防医療分野においての研究がなされ、様々

な方面で脚光を浴びております。一つ例を言います

と、北海道の旧瀬棚町での村上氏の取り組みは、老

人医療分野において、肺炎の予防接種という形で医

療費の大幅な削減ができました。素晴らしい成果を

上げたようです。これは瀬棚町方式ということでテ

レビ等で紹介され、またインターネット上でもダウ

ンロードできます。 

村上氏は、現在では、財政破綻を来した夕張市に

移り、予防医療を通じて財政再建に寄与しておるの

が現状であります。 

本市におきましても他人事ではありません。間近

に迫る高齢化の波、医療費の増加、財政に直接影響

があります。今後、真剣に取り組む必要があると思

われますが、予防医療についてのお考えをお尋ねし

ます。 

次に、ＣＡＴＶ情報網の活用についてであります。 

現在、本市においては、官学一体の取り組みが進

行中と認識しています。幸い、提携先の大分大学の

中にも医療機関（旧大分医大）があり、市内にも総

合病院を始め多くの病院があります。今後の情報網

の活用において、市民全員の健康維持、生活習慣病

の予防と対策が期待されます。現時点での取組状況

と、その活用についてお尋ねします。 

次に、観光行政についてお尋ねします。 

私は、平素より街中を散策しております。先週の

土曜日にも街中を歩いてみました。猛暑の中にもか

かわらず、街中には多くの観光客の姿がありました。
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この厳しい暑さの中、観光客数は当然減少するだろ

うと、昭和の町も苦戦するだろうと危惧をし、予想

しておりました。入り込み数、観光客の増減が気に

なりましたので、本年度の観光客入り込み動態調査

の結果を見せていただきました。その結果、本年度

４月から８月までの５ヶ月間で１４万人強、予想と

は逆に、現在も増加し続けているようです。関係各

位のさらなる努力を期待するところでもあります。 

さて、市商店街連合会加盟の８商店街においては、

この夏、それぞれに夜市等のイベントが開催され、

また行政におかれましても、共同事業、共同イベン

トが開催されました。商店街個々にそれぞれの努力

を重ねており、先日は３年間廃止されていました稲

荷祭が、稲荷商店街の方々の有志の方々の努力によ

り本年度復活しました。このように商店街活性化に

向け、それぞれに意識改革も始まり、機運も高まり

つつあります。今後本市の商店街活性化を考えると

き、現在、桂川で二分されています東西の商店街、

この連携が必要になってくると思います。この商店

街が一体化したときに、真の活性化が実現できます。

このためにも老朽化した桂橋の整備が待たれていま

す。現在の状況と、今後のスケジュールについてお

尋ねします。 

また、先程述べましたが、昭和の町への入り込み

客数は増加しています。今後ともさらなる進化を続

けなければなりません。施策、戦略において努力を

惜しめば、元の閑散としたあの町に逆戻りするのに

は時間はかからないと思います。しかしながら、現

在に至っては逆戻りは許されません。常に前進を考

え、町の活性化を図らなければなりません。 

ご案内のように、テレビ、新聞等、メディアを通

して取り上げてもらえれば、必ずその結果が現れ、

効果が現れ、観光客はどっと増えてきます。このよ

うなニュースソースになる情報をとめどなく今後も

発信していかなければなりません。 

このような観点から、昭和の町の中に点在する利

用可能な施設、土地の今後における利用法、戦略に

ついてどのように考えているのかお尋ねします。 

次に、空き店舗の今後の利用についてお尋ねしま

す。 

皆さんご承知のように、昭和をコンセプトにした

まちづくりを目指し、皆さんの共感をいただき、現

在の活気を呈しています。私は、街中において、機

会あるごとに観光客の皆さん方にお話を聞くように

しています。皆さん方一様に「古きよき時代」「懐か

しさ」「人とのふれあいを通した優しさの残る町」、

このような雰囲気の漂う昭和３０年代の町並みこそ

が昭和の町であると必ず答えが返ってきます。さら

に、今後とも観光地化せず、現在の雰囲気を残しつ

つ、さらなる進化を続けてほしいと言います。 

今後、空き店舗の活用如何によっては、さらなる

進化が期待されますが、空き店舗の活用、どのよう

にされるのか、その考えをお尋ねします。 

以上です。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、中山田議員の新

世代ケーブルテレビ事業について、私のほうからお

答えさせていただきます。 

 まず、ケーブルテレビの効果でございますけれど

も、ご加入いただきますと、山間部等これまで地理

的な条件によって、テレビの受信状況が良くなかっ

た地域、また、デジタル化におきまして、テレビが

見えなくなる地域におきましても、鮮明な画像でテ

レビが見れるということでございます。そして、ま

た現在数少ない地域においては、大分県内のテレビ

も福岡の民放も見れるところもありますけれども、

ほとんどのところは、大分県内のテレビか、福岡の

民放かということになってると思いますけれども、

こうなりますと、大分県内のテレビ局はもちろん、

福岡の民放テレビもご覧になれるということでござ

います。 

 そして、また加えて高齢者のために時代劇専門の

番組もご覧いただけます。それとともに、希望すれ

ば、お金はかかりますけれども、映画やスポーツな

ど多彩な専門番組をお楽しみいただけるようになり

ます。 

それから、これが一番大事な効果でございますけ

れども、テレビと告知放送を活用して、例えば台風

や地震等の緊急防災情報を全世帯に瞬時に連絡がで

きますし、また、後ほど詳しくご説明申し上げます

が、生活に密着した各情報の提供、告知端末を活用

した高齢者の安否確認サービスやテレビ電話等を活

用した各種サービスの提供によりまして、安心・安

全なまちづくりができるものであります。 

 また、市内のどこに住んでおりましても、例えば

香々地や真玉におりましても、現在使用できており

ません超高速インターネットが使えるようになりま

す。これは都市と、東京と変わらない情報通信環境

が整うということであります。現在では、県下で全

市、市の全体でこの高速インターネットを使えると
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ころはたぶんないと思います。これによりまして若

者の定住が促進できるものとそういうふうに確信を

いたしておりますし、市内の各企業さんが企業を大

きくしようという、そういうときにこのインターネッ

トを使って企業拡大ができると、そういうふうなこ

とになります。 

 それと同時に、基幹産業であります農業につきま

しても、このインターネットを使って、その流通そ

の他に使えば非常に役立ち、農業振興にも活用が期

待できるものでございます。 

 そして、もう一つ大きな特徴といたしましては、

電話が加入者間では無料になります。また、市外電

話も非常に安くなります。そういうこのために、テ

レビを使う、テレビの使用料とそれから電話料とが、

現在の各家庭の平均を３，５００円ぐらいにします

とそれくらい、いわゆる現在の電話代程度で全部が

収まるということになります。 

 このことにつきましては、皆さん方にご説明して

いるんですけど、そのサービス内容が多岐にわたる

ことや、高齢者にとって馴染みのない用語、例えば

ＣＡＴＶと、これはケーブルテレビなんですけども、

そういう用語が多いために、事業の内容をご理解い

ただいてない方も多いと思われます。このために８

月には、市職員全員による知人、友人及び親戚等を

中心とした加入促進活動を実施いたしました。さら

に、今後自治委員さんのご協力を得ながら、職員に

よる地域ごとの戸別訪問やマスコミを活用した広報

を行うとともに、広報用チラシの新聞折込など実施

していきたいと思っておるところでございます。 

 先程申し上げましたように、今回のケーブルテレ

ビ事業では、自宅にいながらにして、いろんなサー

ビスが受けられるようになるために、特に高齢者の

方々にご加入いただきたいと思っております。この

ために、今回新たに宅内工事の助成制度を設けまし

た。これは、市内にお住まいの満７５歳以上の市民

の方で、市民税非課税世帯を対象にして、１万円を

上限として宅内工事を助成するものでございます。 

 先般もお話ししましたように、宅内工事そのもの

は、基本的にテレビ１台であれば１万５，０００円

でいけるということでございますから、もし７５歳

以上の方であれば、５，０００円ぐらいを負担すれ

ばできるということにもなります。この制度を活用

して、ぜひ高齢者の皆さんにはご加入いただきたい

ということでございます。 

次に、情報通信網を活用した医療、商業等の分野

における活用についてでございますが、先程ご質問

の中にありましたように、現在、大分大学と相互協

力協定を締結しておりまして、高速情報通信網を活

用した遠隔地画像診断サービスとか、健康相談サー

ビス等の実現に向けて協議を行っているところでご

ざいます。これによりますと、都市と変わらない高

度な医療サービスを受けることが可能となる、そう

いうことでございます。 

 このことから、合併時に議論になりましたのは、

庁舎を新設しよという、新しく造れという意見がご

ざいました。これに対して、やはり香々地も真玉も

高田も同じ条件でサービスを受けるのはケーブルテ

レビしかないんではないかと、そういうことを私は

主張し、皆さん方のご理解をいただき、そして、重

点第一の重点事業として取り組むことをそのときに

お約束したわけでございます。 

 そういうことですので、商業分野におきましても、

テレビショッピングやインターネットを活用した販

売促進についても、商工会議所と協議を行っている

ところでございます。 

また、先程言いましたように、高齢者の安否確認、

私も東京におりましたときに母親の安否が非常に心

配でございました。そういう面で、電話に出ないと

どうなるのかとそういう心配もありましたけれども、

福祉サービスとして、社会福祉協議会と協力して、

そういう安否情報のネットワークも作りたいと思っ

ております。 

 また、医療費の抑制や予防医療に対する活用、そ

して、ケーブルテレビが完成しますと、いままで紙

の情報だけであった各種健康福祉情報がテレビ放送

や通信サービスを使って、映像による情報をお届け

することになります。例えばいま、花いろでやって

おります健康体操、そういうものもテレビで指導さ

せていただくことになります。そうしますと、高齢

者の方は花いろまで来なくても自宅の中でその体操

を指導でき、体操できるということ。そうしますと、

やはり高齢者も健康な体を保てると。高齢者もいい

し、それと同時に、そのことによりまして医療費の

抑制にもなるということでございます。 

 まあそういうことで、このケーブルテレビにつき

ましては、私はいま聞いてる限りでは、九州で一番

進んだケーブルテレビだと思っております。 

その原因は、一つは、この１市２町の合併が２０

６平方キロということで狭かったということも言え

ます。非常にそういう面ではできるという、いま、
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新聞でも皆さんご存知のように、竹田が確か４０億

でしようと言っておりますけど、たぶん私どもは、

そういうことが一つと、もう一つは、私ども職員、

それから市民の有識者の方が非常にこのケーブルテ

レビをよく検討してくれたということ。元々このケー

ブルテレビにおきましては、合併前から高田市では

検討しておりましたけれども、その中でこの、よく

ぞここまでやったということが、職員がよくやって

くれたということを非常にうれしく思っております

し、それに伴い、市内の有識者の人々がプロジェク

トを作ってこれに協力していただいた。これを見て、

先般のＮＴＴ、九電さんが非常に、なんとかして高

田のケーブルテレビをやりたいということの中で、

ああいう素晴らしい入札結果が出たわけでもありま

す。そういうことで、非常に誇るべきケーブルテレ

ビでございます。 

そういうことで、議員の皆さんにお願いは、どう

かこの素晴らしい、そしてまた元々これは合併をし

て、１市２町が同じ情報をしようというそういうこ

とで作ったものでありますし、そして高齢化社会に

おいて、安否情報、健康福祉そのために使おう、だ

から告知放送、告知というものを入れたわけであり

ます。普通の他のいままでのテレビは、これはケー

ブルテレビで、テレビが見れるだけというところが

多いわけであります。これを光ケーブルを使ってやっ

たとそういうことでございますので、どうか議員の

皆さん方も知ってる方には、特にご老人の方には、

こういうことでぜひ必要なんだということをおっ

しゃっていただく、そしてご加入の促進をお願いし

たいと。これは私ども職員全員が一体となってやろ

うと思ってます。それは、やはり、この高齢化社会

に向かう豊後高田がこれからどうやっていくかとい

うことの中で、どうしても高齢者の独居老人が多く

なる。また、高齢者のお二人の方々が多くなる。そ

のためには、どうしてもやはり福祉と健康のために

これは必要であると、そういうことをご認識をして

いただいて、ぜひお願いしたいと思っておる次第で

ございます。 

その他につきましては、教育長及び担当課長に答

弁させますので、よろしくお願いします。 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 中山田議員の学校給食に

関するご質問にお答えいたします。 

 まず、新給食センターの現在の状況と今後につい

てでございますけれども、今年第２回定例会の閉会

後に視察していただきましたように、今年５月に最

新の厨房機器を備え、文部科学省の学校給食衛生管

理基準に適合した、県下に誇れるすばらしい給食セ

ンターが完成いたしました。９月からの供用開始に

向け、１学期終了後、学校栄養士、調理員が新しい

厨房機器に慣れ、２，５００食の給食を時間内に調

理し、園児、児童、生徒に提供できるための研修を

行ってきました。また、２学期からスムーズな給食

の提供ができるかの検証のため、８月２０日には給

食のリハーサルを行いました。調理時間、調理中の

調理員の動き、食缶への注ぎ分け、コンテナ配送車

への積み込み、各学校、園での配送車からコンテナ

を下ろす作業、児童生徒のコンテナから食缶を取る

動作、各クラスでの米飯を注ぎ分ける様子等々がス

ムーズに行われるかの検証を行ったところでありま

す。 

 ２，５００という食数を調理するという初めての

経験、短時間での配送、旧豊後高田市の児童生徒に

とって初めての米飯の注ぎ分け作業等、不慣れや戸

惑いもあり、多くの反省点、改善点が出てきました。

その後、調理部門での改善点、配送部門での改善点

等出し合い、調理員の無駄のない動きで調理を完了

するかや、いかに安全に積み込み、運搬積み下ろし

ができるかの研修も行ってきました。 

９月３日の初めての給食では、リハーサルを含め

たこれまでの研修の成果もあり、スムーズな給食が

実施されました。その後も調理員や配送員の大変な

努力により慣れも出てきて、今のところ問題もなく

実施しています。 

今後につきましても、問題が生じればすぐ改善を

し、安全でおいしい給食を園児、児童、生徒に提供

していく所存でございます。 

 次に、納入業者とその選定でありますが、これま

で納入していただいている業者に対しまして、食数

変更に伴う納入量の確保、価格、品質等を提示し、

納入をお願いいたしたところであります。 

 次に、納入品目や地産地消につきましては、でき

るだけ地元食材を使用する予定であり、食材確保に

対しては、旬のものを献立に入れる工夫をすること

により、地元食材を使用することが可能となります

ので、農林振興課等と連携を図りながら地産地消を

推進していきたいと考えています。 

 次に、給食費未納の現状と対策及びモラルについ

てでありますが、平成１８年度の未納額は、９月５

日現在５４万７，０００円であり、以前に比べて減
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少いたしております。これは学校給食費未納問題が

大きくマスコミに取り上げられ、社会問題となった

ことや、給食センターや学校の電話や面会、さらに

督促状の送付等々、粘り強い取り組みの成果と考え

ており、引き続き取り組みを強化して、未納ゼロを

目指していきたいと考えています。 

いま問題視されているのが、払える能力があるの

に払わないといったモラルに欠ける方々であります。

先程も述べましたように、この未納問題が社会問題

化した影響で、幾分意識の変化は出てきていますが、

義務教育は無償なので、給食費は払わないといった

間違った認識や、給食費は食材に充てていることと

いった給食に対する理解等々をＰＴＡと連携しなが

ら、保護者の皆さんに働きかけていきたいと考えて

います。 

 最後に食育についてでありますが、平成１８年第

２回定例会におきまして、明石議員のご質問にもご

答弁申し上げましたが、食は人間が生きていく上で

基本的な営みの一つであり、心身ともに健康な生活

を送るためには、健全な食生活が欠かせないもので

あります。各学校におきましては、学校栄養職員を

講師に招聘して、野菜のパワーや朝食の内容につい

ての授業、さらに保護者向けの講演会を開催する等、

児童生徒及び保護者への食の大切さ、食の安全性等、

食育の推進を行っています。 

 今後につきましても、給食のあり方を含めた食の

あり方を学校、家庭、地域、さらに関係機関と連携

しながら推進していく所存でありますので、ご理解

をお願いいたします。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 新世代Ｃ

ＡＴＶケーブルテレビについてお答え申し上げます。 

 告知端末の内容及び活用方法についてでございま

すが、今回のケーブルテレビ事業では、多彩な機能

を有するＩＰ告知端末と呼ばれるものを導入いたし

ます。その機能といたしましては、各種情報を音声

で加入者に伝えるもので、防災情報などの緊急を要

する情報は、強制的に最大音量で流すことができる

とともに、留守録機能によりまして、不在時でも必

要な情報を聞き逃すことがございません。 

 また、グループ告知機能によりまして、例えば自

治会長さんの家から、電話により、その自治会の皆

さんに必要な連絡事項を瞬時に放送することが可能

となります。 

 また、告知端末の双方向性機能を活用し、応答ボ

タンを押すことにより、高齢者の安否確認サービス

などにも使うことができるものでございます。 

 次に、加入申込みの状況についてでございますが、

９月５日現在、加入申込み件数が４，４９８件となっ

ております。これまで住民説明会及び出前説明会等

を合わせて市内１６４箇所で実施し、延べ４，６２

７人の方々にご参加をいただいておりますが、都合

が悪く説明会に出席できない方や、ケーブルテレビ

に興味のない方、また、市報等をご覧いただいてな

い方など、ケーブルテレビについての内容をご理解

いただいてない方も多いものと思われます。このた

め、引き続き出前説明会を実施するとともに、若年

層に対して周知するため、ＦＭラジオを活用したス

ポット広告を８月の２０日から９月の３０日までの

間、合計３２回放送することといたしております。 

 また、今回の事業におきまして、通信サービスを

提供いたしますＮＴＴでは、商工会議所や農協等と

代理店契約を結び加入促進活動に取り組んでいると

ころでございます。 

 次に、引き込み工事、宅内工事、加入金、使用料

の詳細と減免措置等についてでございますが、まず、

ケーブルテレビに加入する際には、加入分担金が６

万３，０００円、引き込み工事費用が約５万円程度

必要となりますが、来年の３月までに加入申込みを

していただければ、両方合わせた約１１万３，００

０円程度を免除いたします。 

 これにより、加入者の皆様は、テレビや電話の接

続及び設定に必要な宅内工事費のみの負担で加入で

きるようになっております。 

 宅内工事費用につきましては、加入者の負担をで

きるだけ軽減するように協議を重ねた結果、一般的

なご家庭でテレビ、ビデオ等を１台ずつ接続した場

合は基本的に１万５，０００円程度で納まるものと

考えております。ただし、宅内工事費用につきまし

ては、テレビの接続台数それから配線の状況など個々

の状況によって異なりますので、ご理解をいただき

たいと思います。 

 なお、電話等の通信に関する宅内工事は、ＮＴＴ

が行い、テレビの接続関係につきましては、市内の

指定工事店が行うこととなります。 

 また、来年４月以降は加入分担金の６万３，００

０円が必要となりますが、引き込み工事費用につき

まては、９月末までに申し込んでいただいた場合は、



６月１２日 

- 29 -  

免除することといたしております。 

 この宅内工事費用につきましては、先程市長から

ご答弁申し上げましたように、生活保護世帯及び高

齢者世帯に対する新たな助成制度を設けたところで

ございます。この助成事業の対象となる高齢者世帯

につきましては、今回のケーブルテレビ事業の最終

年度末であります、平成２１年３月３１日現在にお

いて満７５歳以上である方のみで構成される市民税

非課税世帯を対象とするため、昭和９年４月１日以

前に生まれた方と規定をいたしております。 

 次に、基本使用料月額１，２６０円につきまして

は、生活保護世帯は全額免除、市民税非課税の満８

０歳以上の独り暮らしの世帯は３分の１を免除して、

８４０円となる減免制度を設けております。高齢者

の方にぜひご加入をいただきたいと思っております。

よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（菅 健雄君） 保険年金課長尾造正直君。 

○保険年金課長（尾造正直君） それでは中山田議

員の医療費の認識と今後の対策及び予防医療につい

てお答えいたします。 

 少子高齢化が進む中、国民医療費は増加の一途で

ありまして、国及び地方財政にとっては、深刻な問

題となっております。このような中、将来の高齢者

の医療費をどう負担するかが、医療保険の大きな課

題となっております。被高齢者の一人当たりの医療

費の伸び率は、賃金成長率とほぼ同程度なのに対し、

高齢者の伸び率はそれより高く、１．１パーセント

を上回る状況でございます。一方、財源を支えてい

る現役世代の人口が減少していることが問題となる

大きな要因となっています。 

 本市におきましても、高齢化率が高く、医療費の

増加を危惧しているところでございます。 

 したがって、厚生労働省は、昨年から実施されて

おります医療制度改革の中で、医療費の抑制には限

界があり、疾病予防を重視した政策に転換し、医療

費の適正化を目指しております。約３２兆円の国民

医療費の内、生活習慣病関連の医療費が３分の１を

占めており、この生活習慣病のリスク要因を減少さ

せることにより、医療費の減少を図るものでござい

ます。 

 そのための重点事業としましては、平成２０年度

から医療保険者に対し、４０歳から７４歳までを対

象に特定健康診査及び特定保健指導を義務付け、平

成１９年度中に、この事業の実施計画書の策定を義

務付けております。 

 市町村国保においては、この計画に基づき、保健

師、看護師及び管理栄養士などの専門職が訪問指導

や個別指導を行う中で、特定健診６５パーセント、

特定保健指導４５パーセントの実施率を目標にメタ

ボリックシンドロームの該当者と、その予備軍を平

成２０年度対比で、平成２４年度までに１０パーセ

ントを減少させ、平成２７年度には２５パーセント

減少させるものでございます。このことにより医療

費の大幅な削減ができると見込まれております。 

本市といたしましても、来年度から実施されるこ

の特定健診、保健指導の準備事業として、今年度国

保ヘルスアップ事業の中で、住民健診の結果をもと

に、糖尿病など、生活習慣病の予備軍の方を対象に

保健指導を実施しているところでございます。 

 また、７５歳以上の老人医療の対象者につきまし

ては、大分県後期高齢者医療広域連合において来年

度から特定健診、保健指導の実施の方向で検討して

おります。 

 そのほか、現在、本市において取り組んでいます

元気アップ事業、チャレンジウォーキング事業、食

生活改善事業及び健康教育事業などを実施し、疾病

の予防を図り、医療費の適正化に努めてまいりたい

と考えております。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 商工観光課長桑原茂彦君。 

○商工観光課長（桑原茂彦君） 中山田議員の観光

行政についてのご質問にお答えいたします。 

 商店街の振興に観光振興を加え、商業と観光の一

体的振興策として、平成１３年度から取り組みを進

めてきました昭和の町は、昨年は約２７万５，００

０人もの多くの観光客が訪れ、取り組み以前まで衰

退が加速していた商店街に、賑わい、空き店舗の解

消、雇用の場の創出などをもたらし、本市活性化に

大きく寄与しております。特に、本年のゴールデン

ウィーク期間中には、そのオープニングを戦略的に、

４月２９日昭和の日に設定した「昭和の夢町三丁目

館」が大きな原動力となり、過去最高の４万人を超

える観光客にお越しいただきました。 

 この期間中に、玉津商店街の皆さんの自主的な取

り組みにより「高田十割そば手打ち道場まつり」が

開催され、商店街全体に回遊性を持たせる「昭和の

町なみラリー」と並行した取り組みにより、高田側

に訪れた多くの観光客の皆さんが桂橋を渡り、玉津

側にも賑わいをもたらしました。 

 また、７月２８日に行われた「昭和の町打ち水大
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作戦」は、約８００人の市民の皆さんが、メイン会

場の玉津商店街を訪れ、数１０年ぶりに８商店街全

体に、夜の灯りと活気をもたらした「土曜夜市」、そ

して「浴衣ＤＥナイト」、「ほおずき市」などの取り

組みにより、玉津に訪れた多くの市民の皆さんが桂

橋を渡り、高田側にも賑わいをもたらしました。 

 中心市街地全体の活性化という観点におきまして、

桂川により二分される両商店街の連携は、市民、そ

して観光客双方の交流人口の増、滞在時間の延長な

ど大きな効果をもたらし、西側、東側、双方の特色

を活かしたまちづくりを進めることで、活発な経済

活動が商店街全体で創出され、本市活性化に大きく

寄与するものと考えております。 

 その夢の懸け橋として、母なる桂川に架かる桂橋

を、市民にも観光客にも愛される、渡ってみたい橋

へ架け替えることといたしております。 

 昭和の町に点在する利用可能な施設、土地の今後

についてでございますが、昭和の町は、これまで商

店街での修景事業等の取り組みと併せて、平成１４

年の「駄菓子屋の夢博物館」、平成１７年の「昭和の

絵本美術館」、平成１８年の「旬菜南蔵」、そして本

年の「昭和の夢町三丁目館」と新たな観光拠点施設

等を計画的に整備し、多くの観光客を獲得してきま

した。 

 この実績を踏まえ、今後におきましては、中央通

商店街にある旧大分合同銀行の建物、そして、新町

商店街にある大分銀行跡地をそれぞれ新たな観光拠

点施設として整備することとしております。 

 ご質問の具体的な活用方法についてでございます

が、昭和の町に求められるニーズ、そして商店街と

の連携を充分考慮しながら、現在関係者と協議を進

めているところでございます。 

 次に、空き店舗の今後の利用方法についてでござ

います。 

 昭和の町におけるこれまでの空き店舗対策につき

ましては、昭和３０年代の修景と併せて取り組みを

進めてまいりました。今後におきましては、本年度

から、豊後高田市活力アップ戦略的商店街活性化総

合支援事業として、修景、一店一宝、空き店舗対策

などを一本化したもので、本事業の中で取り組む予

定でございます。 

 議員ご案内のとおり、昭和の町で空き店舗対策を

進めるにあたって、昔懐かしい商店の再生と、観光

商業の両立という全国的にも類を見ない取り組みで

あるがゆえの難しい課題もあります。また、これら

の課題も含めて、昭和の町の取り組みが７年目を迎

え、当初想定しなかった課題も出てきておりますの

で、事業実施にあたっての基準作りや第三者評価機

関の設置、さらには空き店舗の入居者について、外

部公募方式の採用も視野に入れるなど、昭和の町ブ

ランドを維持しながら事業を行うため、商工会議所

及び観光まちづくり株式会社と最終的な協議を行っ

ております。 

 いずれにいたしましても、昭和の町の現在の活気

ある状況を将来にわたって継続するためには、これ

までの取り組みと同様に、お越しいただくお客様に

とって、日々進化し続ける町であることが最も重要

でありますので、今後においても、計画的に整備を

進めていく必要があると考えております。 

昭和の町につきましては、その取り組みが国から

も高い評価を受け、今後４年間にわたって、国土交

通省のまちづくり交付金の支援を受けることが決定

しております。 

 さらに、５月２８日には、中心市街地活性化基本

計画の内閣総理大臣認定もいただき、まちづくり交

付金の提案枠の拡充など、国の重点支援がいただけ

るように決定しております。 

 桂橋の架け替え、新たな観光拠点施設整備、修景

事業、空き店舗等活用事業など、これら今後進めて

いく事業につきましても、まちづくり交付金など、

国からの支援措置を活用して進めていくものであり

ます。 

 自主財源の確保につながり、真に活力ある自治体、

「小さくても“キラリ”と光るまち」豊後高田市を

確立するためには、中心市街地の活性化を核として、

周辺地域にもその波及効果を図る必要がありますの

で、今後につきましても、国の支援措置をいただけ

る期間中に、その支援措置を最大限活用して整備を

進めてまいりたいと考えております。 

以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

○建設課長（奥田秀穂君） 観光行政の内、桂橋の

整備に係る状況についてのご質問にお答えいたしま

す。 

 市内の商店街の最盛期をテーマとし、当時の町並

みと商人の心意気を再生する昭和の町の取り組みに

つきましては、商店街と市民が一体となった様々な

イベントや自主的活動が年々広がりを増しており、

高田地区、玉津地区、両商店街の活性化につながっ

ているところでございます。 
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 その昭和の町の構成母体であります８商店街を清

流桂川が二分していることから、今後、玉津地区商

店街へいかに多くの交流人口を橋渡しするかという

重要な役割を担う桂橋は、市街地活性化の要となっ

ております。 

 折りしも、全国的に、道路ストックが高齢化し、

国による自治体管理橋梁の超寿命化修繕計画が推進

される今日において、ご案内のように、橋脚部の損

傷の著しい桂橋の改修は、急務であると言えます。

今年５月に中心市街地活性化基本計画の認定を受け、

商店街総体の底上げを図る上で、渡ってみたいおま

ちをつなぐ、渡ってみたい橋桂橋の改修計画は、基

幹事業でもあり、市民の関心も次第に高まっており

ます。 

 これまで、庁内組織による発案はもとより、昨年

度開催されました中心市街地活性化協議会、高田及

び玉津ワーキンググループ会議や高田中学校の生徒

の皆さん方からいただいた、桂橋未来像にかかる貴

重なご意見をもとに、素案作成に取り組んでおると

こでございます。 

 今後の年次的な計画内容でございますが、本年度

中に地質調査、測量、橋梁設計のコンサルタント業

務を発注し、平成２０年度に仮桟橋、歩道用架橋の

設置を行い、旧橋の撤去工を予定しております。 

また、平成２１年度以降の２箇年において、新橋

の下部工、上部架設工を施工し、最終的には、平成

２２年度での新桂橋の完成となるよう計画を推進し

てまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） ７番中山田健晴君。 

○７番（中山田健晴君） はい、どうも、ちょっと

時間がかなり経ちまして、再質しようと思ったんで

すけど、まあ、前向きな取り組みということで、ちょっ

と何点か要望しておきたいと思います。 

 加入率がいま、約まだ５０パーセント弱というこ

とですね。内容につきまして、私は難視聴地域につ

きましてはおそらく１００パーセントの加入率にな

ると思うんですが、問題は、商業地域、商業者、ま

た、定住対策のためのアパート、それと、ちょっと

こういう情報関係、ＩＴに疎い人の方の、本当は分

析をされて、数がどのくらいおられるか、その方面

でそれぞれにある程度の説明会を開かないと、地域

一体型の説明会開きますと、なかなか個々にはそれ

ぞれの理由がありますんで、今後は、ぜひそういっ

た面で、それらの加入率がどのようになっているの

か、充分精査した中で、アパート業者なり、商業者

なりまた工業者なり、起業家なりそういった方に充

分な説明をし、今後の加入率のアップにつなげても

らいたいとこのように思います。 

 また、若年層につきましては、これはもういまの

ＩＴ社会の中で、いわずともこれ当然皆さん理解し

てもらってるんで、これをある程度の広報さえでき

れば、加入率は充分に上がれるんではないかなあと

そのように思っております。 

 それから、加入率アップのもう一つの問題が、先

程言われました各工事、付帯工事の料金、費用なん

ですが、私は、できましたら、相当安く計画よりた

ぶんできてると思います。一番最初この加入当時、

お年寄りの方あるいは生活弱者の方が気になるのが、

イニシャルコストの１万円とか５，０００円とか、

そういう問題だろうと思うんです。この情報網構築

しますと、私もいろいろ話を聞いて研究した中では

約２０年間ぐらいは現在のハードが持てるんじゃな

かろうかというようにＮＴＴの方からも聞いており

ます。そうしますと、イニシャルコストの額という

のは本当に少ないもんで、ランニングコストにつき

ましては、当然ＮＴＴ側の契約がありますんで、こ

れはもう補助施策しか取れないと思うんですが、私

はこのイニシャルコストにつきましては、できれば

事業効果を上げるため、住民サービスの向上図るた

めに、インフラと思って、できればできるだけの減

免措置をお願いしたい、このように思っております。 

 そうしますと、やっぱり一番必要な老人の方々と、

それから生活弱者の方々に充分な、先程の告知端末

の利用した情報が伝達でき、事業効果が上がるんじゃ

なかろうかとこのように思っておりますので、ぜひ

ご検討お願いしたいと思います。 

 それとですね、給食の問題なんですが、私も生活

の業をなしておりまして、業者といたしまして過去

にも資材納入をしたことがございます。今度せっか

く給食センターも新設されまして、一つだけ望みた

いのは、先程、旬の食材を出すというようなこと教

育長言われました。ただ、悲しいかな、これ今後、

栄養士、あるいは担当職員がもっと町に出られて、

机の上ではなく、現場に行っていま何が旬なのか、

何が一番安いのか、一番うまいのかいうのをもう少

し勉強していただいた中で、本当に子どもたちの旬、

おいしい、また、逆に安いんですから、それを供給

してもらいたいと、このように思っております。 

 それと、さっき給食費未納問題で、最近、まあこ
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れ、これに限ったことじゃないんですけど、モラル

ハザードについて、本当にこのままでこの社会は大

丈夫なんかなというような話がよく伺われます。食

について考えるときも同じなんですが、私も、同じ

国内においても、東京と田舎の地方、また豊後高田

においても、町中と在部というのはなんとなくモラ

ルの考え方が違うように思えてなりません。 

 というのは、一例を申し上げますと、ほんの一例

なんですが、挨拶の問題、あるいは学校通学のヘル

メットの問題、これを見てますと、どうしても地域

によってバラバラで、よく守られてるところと守ら

れてないところ、私には見受けられます。 

そういったのは、やっぱし今後、やっぱし関係機

関と地域と学校と家庭とが本当の意味で連携をとっ

て、やっていく必要があるんじゃなかろうかと。そ

れをしない限り、なかなかこのモラルの問題解決し

ていけないんじゃないだろうかと。学校の先生だけ

にお任せしてもしょうがない、地域みんなでやって

いく。我々の豊後高田市の財産でありますので充分

に検討していただきたい、このように思います。 

 観光振興につきましては、もう先程充分なんであ

りますが、まあ我々が商業者が望む、生業として成

り立つ業種と、先程言いましたように、観光客の方々

が自分の思い入れで、ほしい職種というのは、いま

ない職種はみんなほしいわけで、生業的には、なれ

てない職種一番ほしいわけですので、その辺は充分

検討された中で、会議所あるいは関係機関と一緒に

なって、ぜひ前向きな検討していただきたいとこの

ように思います。 

時間がきましたので、これで終わります。 

○議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

 ４番尾上真一君。 

○４番（尾上真一君） ４番清新会の４番尾上真一

であります。 

私は、永松市長の決断により、昨年に引き続き、

今年の８月１３日、豊後高田市企業合同説明会が健

康センター花いろで開催されたことを敬意を表す市

議の一人であります。 

 担当の商工観光課を中心に、多くの職員の皆さん

が対応しておりましたし、また市の職員としての仕

事に対する熱意の表れではないかというように思っ

ておるとこであります。 

 今年は、Ｕターンの就職説明会が中核工業団地進

出の企業と、今回は地場企業との開催されました。

とりわけ、地場企業は午前中と午後に分けて行い、

時間も明記することにより、参加しやすい環境がで

きたんではないかというように思っておりますし、

課を挙げてそういう取り組みされた職員の皆さんに

対しても敬意を表するところであります。 

 豊後高田市の定住人口を増やすためには、雇用の

場も大切でありますが、それと同時に、住宅の確保

も大切ではないかというふうに思っております。雇

用されても、他の市町村から通勤されれば人口は増

えないわけでありますので、そういう意味では、今

回の就職説明会に対する市の意気込みと、それぞれ

就職された皆さんの市の定住がやはり一番大切では

ないかと思いますし、その２点は不可欠ではないか

というように思ってるとこであります。 

 そこで、健康交流センターで開催されました合同

説明会についてお尋ねしたいというように思ってる

とこであります。 

 一つは、就職説明会の状況についてであります。

いま、市長の答弁の中にもありましたが、もう少し

詳しくお願いしたいところであります。 

２点目は、今回取り組みました地場企業での説明

会の状況についてであります。 

 ３点目は、今回も１１６名の多くの皆さんが参加

されたということでありますので、そういう名簿登

録された皆さんの就職に対する市としての、行政と

してのアフターフォローですか、こういうものにつ

いてお聞きしたいというように思っております。 

以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私から尾上議員

の企業合同就職説明会についてのご質問にお答えい

たします。 

 まず、職員に対するお褒めをいただきまして本当

にありがとうございます。 

 議員ご案内のように、現在、北部九州におきまし

ては、ダイハツ九州を始め、トヨタ、日産など自動

車産業が集積をいたしまして、非常に活気を呈して

おります。中でもダイハツ九州におきましては、本

年第２工場の操業が開始されまして、４６万態勢で

の稼働となります。こうした背景の下に本市におき

ましても、大分北部中核工業団地への企業の進出が

相次ぎ、現在進出企業１０社の内に６社が自動車関

連となっております。このような中、昨年１１月に

立地表明を行いました、株式会社浅野歯車九州にお

きましては、平成２０年５月の操業開始を目指して

工場建設を行っているところでございます。 
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 さらに、株式会社北田金属工業におきましても、

来月初めの工場建設に向けて準備を進めております。

また、そのほか１社が工場の建設中であり、またも

う１社も今月２１日の用地売買契約に向けて準備を

進めているところでございます。 

このように、立地していただいた企業が操業開始

にするにあたりまして、支障のないように、市とい

たしましても、万全の方策をとり、支援をしていか

なければならないと考えております。 

 特に、その従業員につきましては、企業誘致を円

滑にするためにも、何はさておいても確保しなけれ

ばならないものと考えておる次第でございます。 

 その一つの手段として、昨年から、企業合同就職

説明会を市単独で開催することとしたわけでありま

す。この説明会は一人でも多くの市内の在住の方が

地元で働き、また、地元に住んでいただくこと、ま

た、遠く故郷を離れて都会で生活している方々が、

再び郷土である豊後高田に帰って働いていただくた

めに企画いたしたものであります。 

そのため、日程につきましても、多くの方々が参

加していただくように考えまして、お盆の休みに合

わせた開催、いわゆる８月の１３日に開催いたしま

した。参加される企業につきましては、大分北部中

核工業団地に進出または進出予定の企業を中心に募

集を行いまして、地場企業については、豊後高田市

工業連合会に加盟されている企業６１社にご案内を

差し上げました。また、名簿登録をされている方か

ら、介護職等の問い合わせも多数ありましたので、

そういった名簿登録者のニーズに応えるために、市

内の介護保健施設に対するお声がけもさせていただ

いたところでございます。その結果、進出企業６社、

地場企業５社の計１１社で実施したところでござい

ます。 

 開催の周知につきましては、新聞への折込チラシ、

さらには大分空港到着ロビーや宇佐駅、柳ヶ浦駅等

の公共機関へのポスター掲示、また市報等を活用し

たところでございます。 

 当時の参加者の状況でありますが、市内在住者は

もとより、市外の方や県外在住者など予想をはるか

に上回る１１６人の方の参加をいただきました。こ

れは、県が翌日実施したときが１５６名、県全体で

１５６名でしたのに、いかに関心が強かったかとい

うことになろうかと思います。 

 １０時からの開催でしたが、開催時間前に、これ

は私も行きましたけれども、多くの方が来場して、

約１時間の間に６０人ほどが受け付けをされるなど、

企業の方も昼のご飯を取る時間がないくらいに説明

待ちの方が並ばれておりました。この方々につきま

しては、今後、企業ごとに面接等行う予定となって

おります。 

 また、名簿登録をしていただいた方へのフォロー

アップですけども、説明会の参加者全員に名簿登録

をしていただいておりますので、今回もし採用が決

定されなかった、そういう方につきましては、今後

進出される企業への紹介することといたしてるとこ

ろでございます。 

 市を活性化するためには、多くの市内在住者や地

元出身者が、市内で働き、住んでいただくことが必

要であります。そのためには、企業誘致により雇用

の場を確保することが最も有効であると考えており

ますので、市といたしましても、できるだけ多くの

市内の方々を採用していただくようにお願いをして

る次第でございますし、また、先程住宅の問題あり

ましたけども、市外の方についても、これからは住

宅のことも考えなきゃならんとそう思っております。

要は、雇用していただき、まず、市内の指定の雇用

していただくと同時に、また、この豊後高田に多く

の方々が住んでいただくということが、この高田の

反映、また企業誘致の成果にも大きく成果を上げる

ことだと思っています。 

そういう面で、これからも企業誘致はもちろんの

こと、この誘致企業その他の企業さんに対する従業

員確保についても、市全体として頑張っていきたい

とそう思っております。これも常々皆さん方にお願

いしてますように、皆さん方の近くで、帰って高田

で働きたいという方がありましたら、ぜひお勧めし

ていただいて、ご紹介していただければ、またこれ

もご本人のためになりますし、また我が豊後高田の

ためにもなるということでぜひお願いする次第でご

ざいます。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） ４番尾上真一君。 

○４番（尾上真一君） いま、市長の答弁の中にも

ありましたように、気持ちも私と一緒であります。

そういう意味では、ぜひひとつ頑張ってもらいたい

と思いますし、地元の若者への就職をする機会を作

ることが、やはり定住につながるんではないかとい

うふうに思ってるとこであります。そういう意味も

含めまして、企業説明会の成果も必要でありますが、

企業誘致と説明会を今後も続けていくようにですね、
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市長のほうに要望しまして、私の質問を終わります。 

○議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

 １５番北崎安行君。 

○１５番（北崎安行君） 今回、６項目についてお

尋ねをしたいと思います。なお、給食費未納問題に

ついては、先程答弁の中で良として理解をしており

ますので、取り下げたいというふうに思っておりま

す。よろしくお願いをいたします。 

 まず、最初に、地域審議会の設置についてであり

ますが、合併協定書にある地域審議会についてお尋

ねをいたします。 

 議員改選前の議会で一般質問があったように記憶

をしておりますが、合併書には、地域審議会につい

ては、地域住民の意見をまちづくりの施策に反映さ

せるために、新市において必要に応じて設置すると、

１１項目の欄に記載をしておりますが、議員改選が

行われまして６ヶ月が過ぎた現時点で、市長として

どのようなお考えがあるかお聞きをいたします。 

 次に、ちょっと重複する部分もあるんですが、２

項目目の新市のケーブルテレビでありますが、新市

重点事業であるケーブルテレビについて質問をいた

します。 

 現在加入申込みを受け付けているところでありま

すが、現在加入申し込みをしてない人に聞くと、特

に高齢者ですが、ケーブルテレビ、ＩＰ電話、イン

ターネット、告知端末と、先程市長の答弁にもあり

ましたが、非常に耳の伝わりにくいことばが羅列を

しておるように聞きます。また、それから利用料も

よくわからないというのが高齢者の意見であります。 

 先の臨時議会で議決が行われました告知端末も１

万３，０００台余りを予定をして予算計上しており

ますが、加入状況が悪いと告知端末の成果が非常に

表れにくいというふうに理解をしておりますが、現

在、未加入者に対する特に高齢者でありますが、加

入促進対策について、具体的にですね、先程の答弁

の中で縷々述べていただきましたが、高齢者につい

ては、もうちょっと漫画チックにわかりやすく、高

齢者向けのパンフレット等で加入促進をしないとで

すね、なかなか成果が上がりにくいんじゃないかと

いうふうに思っておりますので、その点の見解をお

願いします。 

 また、そういうふうなことで告知端末ということ

になると、加入率が何パーセントかということで、

成果が非常に問われると。先程の答弁にもありまし

たが、自治会長さんが連絡をするということですが、

加入をして付けてないと、これはもう非常に効率が

悪い結果に逆になるというふうに判断をしておりま

す。何パーセントぐらいの加入で、いまの時点でな

かなか判断はしにくいと思うんですが、ほぼ、そら

当然１００パーセントということが望ましいんです

が、現実的にはなかなか不可能だと思いますが、何

パーセントぐらいで告知端末の成果が上がるという

ふうに考えられておるかお聞きをいたします。 

 次に３項目目ですが、電子決裁についてお尋ねを

いたします。 

 県下では、臼杵に次いでこの豊後高田が本年４月

より導入をしたわけですが、現在２名の監査委員さ

んが監査業務に尽力されているとこでありますが、

電子決裁になると、課長の責任が非常に重くなると

いうふうに聞いております。課長の決裁で支払いが

されるというふうな状況の中でですね、そういうこ

とで監査委員さんとしては、監査業務は充分されて

おるわけですが、職員に対する瑕疵脱漏の牽制がで

すね、どのように行われているのか。また、決裁文

書の流れが順調に流れているのかどうか。それから、

各課毎の流れの差異がないか。例えばＡ課であると

１週間かかるとか、Ｂ課であると１０日間かかると

か、そこら辺の差異が当然発生をしておるんじゃな

いかというふうに感じております。電子決裁前もそ

ういう部分が見受けられたと聞いておりますので、

その辺をお尋ねをいたします。 

 次に、４項目目の給食センターですが、９月より

新給食センターが運用されて１週間ほど経つわけで

すが、７月まではセンター方式と自校方式が市内に

混在をしておったわけですが、そのときの人員と、

新センターになったときの人員の差異はどういうふ

うになっておるのかというのをお尋ねをいたします。 

 次に、給食センターの配送ですが、センター方式

にすると効率は非常に良くなるんですが、まあ豊後

高田市の場合には４台で配送しておるというふうに

聞いておるんですが、近距離と遠距離との給食が到

着時間の差異がどの程度あるのか。早く言えば、早

く着く学校と遅く着く学校どの程度差異があるのか

ということをお尋ねをいたします。 

 次に５項目目ですが、現在、国内木材が需要が非

常に低迷をしておる中で、市有林の運営等について

お尋ねをいたします。 

 市有林については、旧町村から当然引き継いで新

市に引き継がれたものだというふうに理解をしてお

りますが、面積としてどれくらいを新市に引き継い
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でおるのか。また樹木はどういうものが市有林とし

て植栽されているのか。樹齢は何年ぐらい経ってお

るのかということであります。 

また、現在管理方法についてはどのように管理を

されておるのか。それから、今後の利用計画につい

てはどのように考えておるのかをお尋ねをいたしま

す。 

 最後の項の６項目目ですが、農業振興についてお

尋ねをいたします。 

 農業振興についてでありますが、大分県の農業産

出額、これは以前は農業粗生産額というふうに表現

されておったんですが、いまは産出額というふうに

変更されておりますが、ちなみに県の数字ですが、

平成６年に１，８５０億円が大分県で農業産出額が

カウントされておりますが、平成１７年、今年１８

年はまだ出ておりませんが、１７年の数値ですが、

米の４年続けての不作もありまして、１，３５３億

円と５００億円も県下では落ち込んでおるところで

あります。九州で佐賀県を下回って、九州最下位の

農業生産額と、産出額ということになっておりまし

て、大分県も副知事を農林水産省から迎え入れて、

白ねぎの産出額の最下位脱出に躍起になっていろん

な施策を出しておるというふうに聞いておりますが、

市農業をみますと、白ねぎが平成１６年３月で国の

指定産地から共販率の低さで解除されているところ

であります。近年、地球温暖化で夏野菜等が非常に

作りにくくなっているというふうに農家のほうで声

を聞かれます。こうした中で、原点に返った対策が

必要ではないかというふうに思っております。 

 私は、原因はやはり現場にあるんだろうというふ

うに思っておりますが、農政を担当する部署として、

現場の声を聞く仕組みを作り、県とともに基本に立

ち返った施策が必要ではないかというふうに思って

おりますが、執行部の見解をお聞きをいたします。 

 以上、１回目の質問を終わります。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 北崎議員の地域審議会の設

置についてのご質問にお答えをいたします。 

 今次、大分県内における市町村合併１２件の内に、

地域審議会を設置しているのが、一部の地域のみの

設置を含めますと９市ございます。未設置は３市で

ありまして、この未設置の団体すべて、議会におい

て議員の在任特例を採用いたしております。豊後高

田市におきましても、在任特例期間中は、各地域の

代表である旧市町の議員さんの皆さんが在任されて

おられるので、あえて地域審議会を設ける必要はな

いのではないかということから、合併協定では、地

域住民の意見をまちづくり施策に反映させるため、

新市において必要に応じて設置するとなっておりま

す。 

 また、地域審議会につきましては、平成１８年第

４回定例会で設置の必要性について、私もそういう

ふうにご答弁申し上げたところでございます。 

 ところが、本年２月に実施されました市議会議員

選挙において、定数２２名の内に豊後高田地域が１

３名、真玉地域から５名、香々地地域から４名の議

員の皆さんが選出されております。 

 結果的には、地域的に極端な隔たりがなく、バラ

ンスのとれた状況となっていると思っております。

まあ旧市町ごとの活性化に関する協議、助言をいた

だく組織につきましては、地域住民の意見をまちづ

くり施策に反映させることについて、議会と重複す

ることが懸念されることから、今後、議員各位のご

意見をお聞きし、もし必要ということになれば、来

年度当初に設置をしたいとそう思っておりますので、

今後のご協議をお願いしたいと考えておるところで

ございます。よろしくお願いします。 

 その他のご質問につきましては、教育長並びに担

当課長に答弁させますので、よろしくお願いします。 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 北崎議員の学校給食セン

ター関係のご質問にお答えいたします。 

 議員ご質問の、９月から運用されたセンター方式

と、これまでの調理場での人員配置の違いでござい

ますけれども、これまでは高田、玉津、真玉の３つ

の給食センターと、香々地地区の４つの調理場で、

計２４名の調理員で調理を行ってきました。 

 新給食センターにおきましては、現在１３名の調

理員で実施いたしてるとこでございます。 

 学校栄養職員につきましては、いままで４名でし

たけれども、１人減りまして３名で栄養についての

指導を行っているところでございます。 

 次に、給食配送における時間差についてでありま

すが、現在４台の配送車で市内の幼稚園、小中学校

の２０箇所に配送しています。配送における時間差

でありますけれども、同一配送車での学校到着には、

約４０分の差が生じております。これで、１台の車

が２往復して全部の学校に食材等を配送するという

形になってるところでございます。 

以上でございます。 
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○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） ケーブル

テレビの加入促進についてお答えを申し上げます。 

 先程中山田議員のご質問にご答弁申し上げました

とおり、今回のケーブルテレビ事業につきましては、

まだご理解をいただけてない方も多いものと思われ

ます。 

 このため引き続き地域や老人クラブ等出前説明会

を実施をいたしますとともに、マスコミやわかりや

すい広報チラシを活用した広報活動を行うとともに、

加入申し込みの状況を分析した後、自治委員の皆さ

んのご協力を得て、職員による地域ごとの戸別訪問

等も実施していきたいと考えております。 

 また、告知端末につきましては、加入率が１００

パーセントに近いほど事業効果が上がるものでござ

います。で、このため、先程申しましたように、宅

内工事費の助成、それから宅内工事費の軽減に向け

ていま努力をしているところでございます。ご理解

をいただきたいと思っております。 

 続きまして、電子決裁についてお答えを申し上げ

ます。 

我が国では、ＩＴを活用した効率的でスリムな行

政を実現するため、各種申請や手続き等の電子化を

進めており、電子政府、電子自治体の構築を目指し

ております。従来の決裁は、紙の書類を作成し、稟

議し、決裁するという手順でありましたが、電子決

裁では、コンピューターネットワークを使い、電子

的な決裁をするというものでございます。 

 これにより、決裁をするための書類を持ち回る必

要がなくなり、移動に伴う時間や交通費等が削減で

きるというものでございます。また、文書等を電子

的に作成、保存することによって、紙の節約や保存

場所の節約が可能となるというメリットもございま

す。 

 本市におきましても、こうした国の方針に基づき、

行政改革の一環として、事務処理の効率化を目指し、

一昨年から電子決裁に取り組んでまいったところで

ございます。 

 当初は、文書事務の電子決裁化に取り組みました

が、国・県からの到着文書のほとんどが紙である現

状では、電子化のメリットが少ないという状況でご

ざいました。このため、昨年度より会計事務の電子

決裁化に向けた取り組みに着手し、半年間の試行期

間を設けた上で、本年４月より電子決裁システムを

本格稼動したところでございます。 

 会計事務の電子決裁化にあたり、内部での協議を

行い、決裁に必要な添付書類を簡略化し、事務処理

の効率化に取り組んできたところでございます。し

かしながら、従来の方式による決裁と比較しますと、

添付書類の問題など事務処理上の課題も見えてまい

りました。こうした状況に対処し、会計事務の一層

の適正化を図るため、他市の事例等を参考にして、

現在事務処理内容の一部見直し、及び電子決裁シス

テムの改善の検討に着手をいたしており、準備が整

い次第、実施する予定でございます。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 財政課長野村信隆君。 

○財政課長（野村信隆君） それでは市有林につい

てお答えします。 

 市の所有する山林面積は、約１３６ヘクタールで

旧市町ごとでは、旧豊後高田市に９２ヘクタール、

旧真玉町に３９ヘクタール、旧香々地町に５ヘクター

ルであります。このうち、人工林等で管理の対象と

なる市有林は約１０６ヘクタールで、旧豊後高田市

が約９１ヘクタール、旧真玉町が１３ヘクタール、

旧香々地町が２ヘクタールとなっております。 

 しかしながら、これら市有林の面積等につきまし

ては、合併前の１市２町の財産台帳の登載内容を統

合したもので、個々の項目の捉え方に整合性を欠い

ている部分があり、また、樹種や樹齢につきまして

も、現時点での詳細な内容の把握ができていない状

況にあります。 

 正確な財産の把握は早急な課題でもあり、現在財

産台帳の見直しを含め、その内容を精査していると

ころであります。 

 とりわけ市有林に関する内容の把握は、現地確認

を含め多大な労力を要しますので、森林組合等の協

力をいただきながら進めてまいりたいと思っており

ます。 

 また、管理方法といたしましては、市有林の保護

にあたる監守人等により実施をしておりましたが、

高齢化等のため、それぞれの地区で適任者を見つけ

ることが難しい状態となったこともあり、分収契約

を行っている市有林以外について、その一部を森林

組合に監視業務を委託してきた経過がございます。 

 今後は市有林の現状を把握した上で、将来的に効

率的な活用ができる市有林について、森林組合等へ

の管理委託を積極的に行うことにより、財産の保全

に努めるとともに、木材市況等を勘案しながら、適
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切な運用を図っていきたいと思ってるとこでありま

す。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 農林振興課長小野 彰君。 

○農林振興課長（小野 彰君） 北崎議員の農業振

興についてお答えします。 

 豊後高田市は、呉崎干拓の白ねぎを中心とした露

地野菜の有数な産地であります。白ねぎは、県段階

においても、園芸戦略品目の一つとして県域リレー

生産を推進しようとしておりますが、豊後高田市と

いたしましては、農産物の最重点品目として、単に

県の施策に追随するのではなく、市としての独自性

を発揮するため、議員ご指摘のとおり、地元の生産

者の意見、ニーズを取り入れ、生産出荷体制の再編

と所得の向上に努めてまいりたいと考えております。

このため、今回補正予算で審議をお願いしておりま

すように、市単独の白ねぎブランド強化対策推進事

業により、地域の若い白ねぎ生産実践者の意見、ニー

ズを把握し、具体的な農業振興施策に反映してまい

りたいと考えております。 

 また、白ねぎ以外の露地野菜についても、現在地

元の加工業者とのタイアップによる加工用里芋の生

産振興を模索していますが、今後は、畑地はもちろ

んのこと、水田転作田を含めて、課題となっていま

す集落営農の中心品目として新規の露地野菜の発掘

と振興を図り、所得向上に努めてまいります。 

以上です。 

○議長（菅 健雄君） １５番北崎安行君。 

○１５番（北崎安行君） どうもご答弁ありがとう

ございました。 

 ケーブルテレビと電子決裁、給食、それから市有

林について再質問をいたします。 

 先程から、縷々ケーブルテレビの高齢者の加入促

進には、施策をご披露していただいたんですが、私

はもうちょっとそのプロジェクトがですね、高齢者

に出向いてどういうパンフレット、どういうのがわ

かりやすいのかというのをですね、やはり、ニーズ

を汲み上げて政策に反映をしないとですね、行政だ

けが一人よがりで作って、これですよ、入ってくだ

さいちゅうのは、なかなか馴染まないというふうに

思っております。 

 特に、この高齢化率の高い当市ではですね、この

高齢者が入るか入らないかが、この重点事業の最大

のネックだというふうに思っております。 

 先程縷々ご披露していただいた、呼び水として引

き込み料の云々とか、経費の部分をこれは当然呼び

水として必要ですが、いくらしてもですね、やっぱ

り理解を示さないと、入っていただかないと、呼び

水があっても意味はないので、そういう点で、プロ

ジェクトも、高齢者向けの専門のカタログなりパン

フレット、チラシを作るというふうなことで対策を

講じていただきたいというふうに思いますので、よ

ろしくお願いをいたします。 

 それから、電子決裁についてでありますが、課長

の方から縷々説明がありましたが、私が言わんとす

るのは、中の職員に対して牽制をどうかけるかとい

うことが大事だと。過去にですね、当市も課税ミス

等々が発生したわけです。システムが新しく変わっ

たときにですね、よく職員に周知徹底をしてないと、

間違ったままの処理で、これでいいんだというふう

にいくと、次の着任者が、前のしてたのがこういう

やり方ですということになるので、私はどういうふ

うに職員に対して牽制をかけるのか。例えばの話で

すが、そいじゃ案件ごとで、非常に事務量も会計事

務も多いというふうに理解をしておりますが、例え

ば抜き打ちでチェックをするとかですね、そういう

仕組みを暫定的に導入すべきではないかというふう

に、いかに牽制をかけるかということが大事だとい

うふうに思っております。そこら辺でご答弁をお願

いします。 

 それから、給食の配送時間ですが、４０分という

ことで教育長の方から答弁がありましたが、まあ市

長が先程言いましたように、本市は、幸か不幸か面

積が狭いので、時差があまり発生してない。大きい

市なんかですと、１時間半とか２時間とかかかると

かいうところもあるわけですね。その点４０分であ

ればいいかなというふうに思っておりますが、夏分

の温かいものは冷めないんですが、冬分になって、

麺類あたりとか汁物になると、まあ４０分５０分か

かっていくと、もうかなり冷めてくるというセンター

方式での問題があるわけですが、その辺は、答弁は

要りませんが、ローテーションを検討していただき

たいと。ぜひ、導入しなさいというとこまでは言い

ませんが、やはり熱いものは熱い状態で冬分でも届

くような努力を鋭意していただきたいというふうに

思っております。 

 それから、市有林の件ですが、これは新市になっ

たときに、やっぱり引き継いだわけで、木材市場の

状況によって、いまは山林が非常に価値が下がって

おる。しかし、これはやっぱり先人が作った財産で
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あります。だからですね、小さく管理をし、どうし

なさいということは望みませんが、せめて、何年生

ぐらいがですね、あるというふうな調査は、やっぱ

りしてですね、いまであれば、まだ合併をして２年

有余しか経っておりません。調査も聞き取りである

程度できると思います。これが５年１０年経つとい

よいよわからんようになってくるということであり

ますので、ぜひそのそれくらいの調査はですね、い

まの早い時期にして、財産目録の末尾でも添付をし

ていただかないと、やはりこれから先、また引き継

いでいって次の世代に渡すわけで、木材市場がいつ

どういうふうに好転するかもわかりません。好転し

た場合には、相当なやっぱりものになるというふう

に思っておりますし、まあ地元の人から聞くと、も

う市有林、昔の町有林は、かなり年数が経つよとい

うふうな話を聞いておりますので、いまのうちに調

査をして、その程度のものは備えていただいたらあ

りがたいんじゃないかというふうに思いますので、

ご答弁をお願いいたします。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 再質問に

ついてお答えを申し上げます。 

 高齢者用のパンフレットということでございまし

たですが、それぞれいまの現状の加入の状況を分析

したあと、いろんなタイプに対するチラシを作る必

要があるだろうと考えております。したがいまして、

高齢者の方がより見やすいチラシは作って、作った

上で、また加入促進活動を行いたいというふうに考

えております。 

 それから電子決裁についてでございますが、当然、

ただ今ご答弁を申し上げましたように、試行期間に

つきましては、各課への説明会をそれぞれ６度実施

をいたしております。その間につきましては、それ

ぞれの決裁の部分につきまして、中での検証もいた

しております。で、現在、先程ご答弁を申し上げま

したように、いろんなところについて適正化を図る

ということを考えておりますので、ひとつよろしく

お願いをいたしたいというふうに考えております。 

○議長（菅 健雄君） 財政課長野村信隆君。 

○財政課長（野村信隆君） 市有林の関係の再質問

にお答えします。 

 樹種、樹齢につきましては、まあ正確な内容の把

握はできていません。これから現時点でのなんとい

いますか、うちの台帳上ある樹木につきましては、

松とか、檜とか、杉とかいろいろあるんですけど、

正確な本数とかはわかってませんので、これから森

林組合等との協力を得ながらそういう調査をしてま

いりたいと考えてますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

○１５番（北崎安行君） 以上で終わります。 

○議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

 １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） 新友会の川原直記でござ

います。 

今回、通告にしたがいまして順次質問していきた

いと思いますので、まず最初に、住民サービスの維

持と財政改革ということについてでございますが、

これはどちらかというと相反するようなことになっ

ております。 

 その中で、１、２は共通するところがあると思い

ますので、順次質問してまいります。 

 出張所が来年の４月に閉鎖、市内６箇所が閉鎖に

なるという話をお聞きしました。前々からの予定で

はありましょうが、その地区にあたる住民に対して

の代替策等がありましたらお聞きしたいと思います

し、また、それと同時に投票所もかなり減少されま

した。まああのう聞いたところによりますと、投票

率そのものは、そんなに下がってはないということ

でございますが、過疎地におけるそういった投票所

の確保、投票の権利をですね、今後どのように考え

ていくのか。また何かそういった施策がもしあれば

ですね、お聞きしたいと思います。 

 また、３番目にまちおこしグループへの市の助成

策ということでございます。 

 各地区にいろんな団体やグループがあると思いま

すし、また、地道な活動を続けとるそういった活動

を支援していただける策が、どちらかというと、こ

の合併に伴いまして少しずつ削減されていっており

ます。 

 その中で、そういったグループへの特別な助成が

何かの形でできるのならば、そういった人が相談に

行ったときにですね、まあ、そういった相談窓口の

方が、まず第一声に、「ああ、もうそういう援助策は、

もうのうなったんじゃえ」と言われると、もうそこ

でですね、「ああ、そうかい」というようなことになっ

ておりますので、ぜひ内容によってはですね、ある

んだということがもしあれば、そういう方にお伝え

できるようなシステムを作っていただければと思っ

ております。 
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 また、今回７月の１３、１４に台風４号が発生し

まして、市内でもかなり被害が出た模様でございま

すし、昨日の質疑の中でも詳しくお話をいただきま

した。私が知る限りで、その台風４号の折に臼野の

市道が陥没したということで、大変地区の住民の方

にとっては大変なショックであり、またかなりの長

い時間、迂回路がかなり遠いところで対応していた

ということでお聞きしております。 

そういった場合のですね、市道の陥没等に対して、

もう少し早急な対応が望まれるのではないかと思っ

ておりますし、市としても、国の査定等があるんで

しょうけど、なんとかですね、もう少し早めの仮設

道なり応急処置が、何かの形でできるような施策を

今後考えていかなければならないのではないかと思

います。 

 また、その際にですね、防災、特に救急体制につ

いて消防署等に、しっかりした連絡があって、消防

署もそれを了解していたのかを、またお聞きしたい

と思います。 

 それから、先の臨時議会で、傾斜地等について、

かなりいままでになくそういった規制が緩和されて、

市の助成もかなりつくようになりましたが、今後、

そういった大雨や台風に対する災害につきまして、

田畑のそういった崩壊等がありましたときに充分な

対応ができるのかについても、同じくお尋ねいたし

ます。 

 次に、保育料についてでございます。これも先程

２議員のお話にありましたように、給食費の滞納、

また国税や地方税の滞納ということで、滞納状況は、

かなり現実には、全部合わせると大変な額になるの

ではないかと思っております。 

 今回特に保育料についてでございますが、市内保

育園に対しまして滞納の現状があるのか、またその

対策はどういうふうにとっておるのかお聞きします。 

 それから、最後ケーブルテレビでございますが、

これも２議員のお話がありましたように、重複をす

るところありますかもしれませんが、最終的な施設

の設置費用ですね、これは、当初合併の構想のとき

に概算が３５億とかいうようなことで予定をしてま

した。それに今回８０パーセントという落札率、ま

あ８０数パーセントですが、そういったものに見合

うようなことになるのか、それとも同じくやっぱり

３５億ぐらいになるのか、その辺もお聞きしたいと

思いますし、また、供用開始に伴いまして、ただ今、

加入率も今のとこ５０パーセントというようなこと

でございますが、その場合に、市の一般財源からで

すね、持ち出すような形になっていくのではないか

という懸念もあります。ぜひその辺について、詳し

く皆さんにお知らせをいただきたいと思いますし、

通告の後に聞いたお話ですが、ＮＴＴのほうがです

ね、先程プロジェクト課長からもお話がありました

が、手数料を払ってですね、加入促進をしとるとい

うことなんですが、これはですね、いままで先に申

し込んだ人たちとの整合性をどういうふうに考える

のかをお聞きしたいと思いますので、答弁ができれ

ばお願いしたいと思います。 

以上１回目の質問です。 

○議長（菅 健雄君） 市民課長河野三男君。 

○市民課長（河野三男君） 川原議員の住民サービ

スの維持と財政改革の推進についての中の、出張所

の閉鎖に伴うサービスの代替策についてお答えしま

す。 

 市内６出張所の取り扱いにつきましては、西高地

域１市２町合併協議会で、適正配置の観点から整理、

統合することが決定されました。これに伴い、新市

において、豊後高田市行政改革大綱及び実施計画の

中で合併による行政区域の拡大に伴い、組織のスリ

ム化が求められていることなどを検討した結果、廃

止が決定されたところでございます。 

 これらを踏まえ「こんばんはトーク」や、地域振

興会議においてご説明を申し上げ、住民の皆様にも

お願いをいたしてきたところであります。今後につ

きましては、諸証明の交付は郵便局や自動交付機等

も活用していただき、税の収納につきましては、口

座振替等により対応していただきたいと思います。

皆様方にはご不便をおかけしますが、ご理解を賜り

たいと思います。 

以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 選挙管理委員会事務局長安

東道男君。 

○選挙管理委員会事務局長（安東道男君） 住民サー

ビスの維持と財政改革の推進についての中での、投

票所の減少に伴う投票の権利の確保についてのご質

問にお答えします。 

 本市の投票所は、合併後２９となりましたが、そ

れを統合して１８といたしまして、本年の市議選よ

り実施し、３回の選挙を執行してまいりました。い

ずれの選挙も県内上位の投票率で、統合前と際立っ

て低いということもなく、有権者の皆様の選挙意識

の高さに敬意を表する次第でございます。 
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特に１６年の参議院選挙から実施された期日前投

票制度が徐々に有権者の方々に浸透し、期日前投票

が増えているところでございまして、先の市議選で

は１７．５パーセント、県知事、県議選では１８．

９パーセント、参議選でも１７パーセントの方が利

用された状況でございます。 

 本市の期日前投票所については、旧市町ごとに３

箇所設置しておりますが、投票区の指定をせず、市

内どこに在住していても、いずれの投票所でも投票

できるというようにしております。期日前投票は、

市の選挙では６日間、県知事、参議院選挙では１６

日間、衆議院選挙では１１日間と選挙の種類によっ

てその期間も違いますが、長い期間投票所を設けま

すし、投票についても、以前のように難しくもなく、

気軽に投票できるようになりましたので、利用者が

増えたものと思っております。 

 投票所が遠くなった方などには、期日前投票の期

間中に、投票所近くにお出でになったとき、投票し

ていただくなどの対応をお願いしたいと思っており

ます。今後とも投票に向けての啓発を行ってまいり

たいと思っておりますので、ご理解賜りたいと存じ

ます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） まちおこ

しグループへの援助策についてお答えを申し上げま

す。 

 市が行財政改革を推進する中で、様々な団体等に

対する補助金等につきましては、行政として、対応

すべき必要性、費用対効果、経費負担のあり方等に

ついて検証し、整理、合理化、縮減化を推進いたし

ております。 

 まちおこしグループにつきましては、自主自立を

基本としての活動が本来の姿であると考えますが、

新たな活動事業に対して市の支援の要望がありまし

た場合には、先程申し上げました、行政として対応

すべき必要性等の観点から、事業の内容等を精査の

上、支援の必要性を検討することとなります。 

 具体的な事案がございましたら、香々地、真玉地

域につきましては各市民センターへ、高田地域につ

きましては市役所プロジェクト推進課にご相談をお

願いいたしたいと思います。 

 続きまして、ケーブルテレビ事業に関する質問に

お答えを申し上げます。 

 最終的な施設整備費用についてでございますが、

先日の第２回臨時会におきまして、今回のケーブル

テレビ事業に係る３件の工事請負契約の議決をいた

だきました。これによりまして、施設整備費用の総

額は２８億８，３２８万２，１５０円となっており

ます。 

 今後発注予定の工事はございませんが、伝送路ルー

トの変更や、加入者数の増減の要因によりまして、

工事費用の増減はあるものと思われますので、最終

的に確定した金額ではございません。 

 次に、供用開始に伴う市民の負担についてでござ

いますが、これにつきましても、先程中山田議員の

ご質問にご答弁申し上げたとおり、従前と変わりが

ありませんので、ご理解を賜りたいと思います。 

 それから、先程私どもが答弁いたしました、ＮＴ

Ｔが現在実施をしております拡販活動につきまして

は、ＮＴＴがそれぞれの対象となる代理店契約を結

ぶ中での商行為として、代理店側に手数料を支払っ

ておるものでございまして、本市の拡販の部分とは

一切関係がございませんので、ご理解を賜りたいと

思います。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

○建設課長（奥田秀穂君） 住民サービスの維持と

財政改革の推進についての内、災害復旧に対する市

の対応についてのご質問にお答えします。 

 公共土木施設災害復旧工事の実施について、現行

では、国の現地調査、災害査定による決定が基本と

されています。 

ご質問の、市道縦貫線について、災害発生に伴い

車両の通行が不能となり、通行止めの措置を講じる

とともに、警察や消防署と関係機関に通知を行いま

した。 

 また、当路線は幹線市道でもあり、早期復旧の必

要について、地域住民の強い要望がありましたので、

災害復旧事業の応急工事の申請手続きを行いました。

県との事前協議を経て、国への申請が許可されたこ

から、今回は通常の事務手続きによるものより早期

着手することができ、現在、復旧工事を行っている

ところでございます。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 消防長安藤義文君。 

○消防長（安藤義文君） 川原議員の災害復旧時に

おける消防への連絡はということでご質問がありま

したので、お答えを申し上げます。 

 台風等災害時におきましては、早急なことであり



６月１２日 

- 41 -  

ますので、電話連絡をいただいております。また、

通常の工事等におきましては、車両通行止め、ある

いは全面通行止めまた、片側通行止めにおきまして

も、文書をもって消防署の方に連絡をしていただけ

るようになっております。 

以上です。 

○議長（菅 健雄君） 農地整備課長尾形雄治君。 

○農地整備課長（尾形雄治君） 住民サービスと財

政改革の中で、小規模災害に関する質問についてお

答えします。 

 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措

置に関する法律第２条第６項及び第７項により、１

箇所の工事金額が４０万円に満たない場合は、災害

復旧事業の補助対象に該当しないこととなっており

ます。 

 しかし、補助対象とならない小規模な災害の中で

も、農道、水路等の農業用施設については、市単独

の原材料支給及び本年度新設しました重機借上の補

助で対応することができます。なお、田畑等の農地

については個人負担となります。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

○福祉事務所長（大園栄治君） 保育料の滞納者の

人数と滞納額及び対策についてお答えいたします。 

 保育料の滞納につきましては、平成１９年９月１

日現在で、市内の公立私立７園の中で、４３名６３

０万８７０円となっております。 

 ご案内のとおり、最近では、保護者の責任感、規

範意識の欠如等による保育料の滞納が全国的に問題

となっており、当市においても例外ではありません。

このことは、保育料を納めている保護者との公平性

の問題はもとより、保育所の安定的な運営や入所児

童の処遇にも影響を及ぼしかねない重大な問題であ

ります。 

 これまで、滞納者に対し、電話、文書による納付

依頼や保育所による呼びかけを始め、入所面接会で

の納付相談の実施や、家庭訪問による徴収などの対

策を講じてきたところであります。今後も引き続き

関係者と連携を図りながら、粘り強く対応してまい

りたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） それでは、最初から順を

追って再質問をさせていただきます。 

 出張所の閉鎖、それから投票所の減少、これは当

初から考えられておられたことを実施したというこ

とでございます。しかしながら、よくよく考えてみ

ますと、これも国や県、また豊後高田市が非常に県

や国に求めるのと同じで、やはり過疎地域というか、

そういった効率の悪いところは、どうしても置き去

りにされがちだと思います。そういったときに、そ

ういう出張所の閉鎖に伴い、何か代わりのサービス

を、先程は郵便局や口座振替と言ってましたが、も

しできるのならば、職員の方ともお話をせんといけ

んでしょうが、そういった地域の職員の方に、何か

代わりのサービス、代替策について、そういった今

後予定があればですね、ぜひまた考えていただきた

いと思いますし、あと半年ほどあるわけですので、

ぜひいい知恵を出してほしいと思いますし、その点、

何か検討がありましたらお聞きしたいと思います。 

 また、先程まちおこしグループへの市の助成、援

助策ということでお聞きしました。その中で、私が

言いたかったのは、特に、初めの職員さんに尋ねた

ときにですね、そういった認識がなければそこで頓

挫してしまうというふうなこともあろうと思います

ので、またそういった職員に対しての啓蒙やこうい

う助成がゼロではないということをぜひわかっても

らえる方法は、お聞きしたいと思います。 

 また、先程、災害復旧ということで、市としては

精一杯やっていただいたんだと思いますが、住民に

とっては、生活に欠かせない道路でございます。ま

た、仮道を設置したときにですね、ほとんど皆さん

の費用で、地元の費用でした分も多いかと思います。

通告のときにお聞きしたら、原材料の分を支給した

ということで、あとは地元負担になっとるというふ

うなことですので、そういった市道に対しても今後

ともそういった方向なのか、また、ぜひそれに対し

ては、災害等に対しては、いいマニュアル等作って

ですね、応急処置ができるように、早急に考えてい

ただきたいと思います。 

 それから保育料についてでございます。滞納につ

いてでございますが、これは複数年隔てて同じ方が

あるのでしょうか。 

 毎年ですね、入園にあたりまして、いろんな就業

証明や所得証明、また家族のそういった子どもをみ

られないという証明等を、健康診断書を添えてです

ね、取ってるようなことも聞きます。また、そんな

中で保育料の滞納は、いままでそういった項目にな

いのか。また、仮にないでも、複数年にわたってい

ることがあるのかどうかをお聞きしたいと思います。 
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 それから、最後のケーブルテレビでございますが、

まあＮＴＴが商行為でやっとるということなんです

が、どうもですね、私たちが普通に考えて、そいじゃ

あとから入って、そういった手数料をその方にお支

払いしたほうが、かえって、なんかの誰かのメリッ

トになるのではないかなということさえ思います。

ぜひその辺は、ＮＴＴがやっとることで感知しない

というんじゃなくて、何か違う方法が考えられない

のか、その点をもう一度お聞きしたいと思います。 

○議長（菅 健雄君） 参事兼総務課長佐藤良雄君。 

○参事兼総務課長（佐藤良雄君） 出張所の廃止に

伴いまして、市の職員に頼めないかということでご

ざいますけども、近所の方から、市民から依頼があ

れば、快く市民の方のサービスという形で文書等含

めてことづかって対応できるように、職員の徹底を

図ってまいりたいと思ってます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 再質問に

お答えを申し上げます。 

 先程申しましたＮＴＴの拡販活動に関する手数料

についてでございますが、これは、ＮＴＴが拡販活

動する際に、代理店に頼むその委託する経費を手数

料として支払ってる分でございまして、各個人の加

入された方にすべて手数料がいくというものではご

ざいませんので、ご理解を賜りたいと思います。 

○議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

○建設課長（奥田秀穂君） 再質問にお答えいたし

ます。 

 現行法令では、先程申し上げたとおり、応急工事

が最短最速ということでは工事手段というふうに思っ

ております。地元の今回負担があったというご指摘

でございますけども、緊急時でもありますので、状

況に応じた形では、原材料支給等についてはその都

度協議をしてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

○福祉事務所長（大園栄治君） 川原議員の再質問

にお答えいたします。 

 複数年にまたがって滞納されている保護者の方が

おります。議員ご承知のように、保育所は、児童福

祉法第３９条で、保育の欠ける乳幼児を保育すると

いうことが目的でございます。今後も保護者には保

育料の必要性の理解を求めるとともに、関係者等々

で連携をし、対処していきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） １６番川原直記君。 

○１６番（川原直記君） 先程も申しましたが、そ

ういった合併当時に決まったこと、また行革で決まっ

たことを着実に実行に移していっています。それに

対しては、大変なご苦労もあろうかと思いますので、

敬意は表しますが、まあ先程申しましたように、国・

県の構造とまったく同じようなことも、地方ではで

きつつあるということも、同時にお互いに認識を持

ちたいと思っておりますし、今後もそういった面で

は、いろいろサービスの低下と行革の推進について、

相反することをお互いにやっていかなければならな

い大変な矛盾点もあろうかと思いますので、ぜひ住

民サービスの極端な低下につながらないような対応

をお願いしたいと思います。 

 それから、保育料についてですね、もう一度お聞

きしますが、そういった滞納に対しては保育園の入

園拒否の対象にならないのかどうかを最後にお聞き

しますし、最高何年ぐらい滞納があるのかを最後に

お聞きしたいと思います。 

以上です。 

○議長（菅 健雄君） 福祉事務所長大園栄治君。 

○福祉事務所長（大園栄治君） 川原議員の再々質

問にお答えいたします。 

 保護者が保育料滞納ということでございますけど

も、先程答弁をいたしましたけども、保育所は児童

福祉法によりまして、保育の欠ける乳幼児を保育す

るということでございますので、保育料を滞納した

ので退所させるとか、入所拒否という法解釈上はで

きないものと指導、指示を受けておりますので、ご

理解をいただきたいと思います。 

 滞納期間につきましては、７年が最高です。 

以上でございます。 

○ 議長（菅 健雄君） しばらく休憩いたします。      

      午後 ０時１４分 休憩 

午後 １時００分 再開 

○議長（菅 健雄君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 一般質問を続けます。 

 １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） 清新会の近藤紀男です。通

告に基づきまして４点ほど一般質問を行います。 

 まず、初めに、市職員の超過勤務縮減についてで

あります。 
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 さて、この豊後高田市も合併から約２年半が経過

しようとしております。この間、昭和の町の取り組

みや企業誘致、さらには市民を挙げての環境対策、

また学びの２１世紀塾や香々地地域活性化施策など、

元気のある町として全国的にも注目をされるまでに

なっており、執行部皆様そしてまた職員皆様のこれ

までの並々ならぬご尽力に敬意を表するところであ

ります。 

 ここに至るまでは大変なご苦労があったことと思

いますが、その一方では、職員の超過勤務が課題と

して挙げられると思います。 

 私の自宅がこの市役所の近くということもあって、

役所の前をよく通りますが、夜こんな時間まで明か

りがついて、まだ仕事をしているのかと思うことが

度々あります。各課ごとの超過勤務の状況はわかり

ませんが、これまで何人かの職員に聞いてまいりま

したが、気になる点が多々あったことは事実であり、

やはり職員の心身の健康が心配されます。 

 先月の８月８日に人事院から政府に勧告されまし

た平成１９年度の人事院勧告の中で、超過勤務の縮

減は、政府全体として喫緊に取り組む必要のある重

要課題となっていると公務員人事管理に関する報告

の中で述べられております。 

 市役所の出先機関を含め、それぞれの職場や個々

人によっては、超過勤務の実情は、かなりの温度差

があることは承知しております。しかしながら、恒

常的に超過勤務をしなければならない職場の実態も

あると思っています。 

 私事で恐縮ですが、私は約２５年余りにわたって

民間企業に勤めてまいりましたが、民間では、労働

基準法第３６条による、通称三六協定と申しますが、

時間外や休日労働させる労働者の健康とその意識を

第一義的に捉え、労働をさせる具体的理由や業務の

種類等を記載し、週何時間、月何時間と労使協定を

締結をして、所轄の労働基準局に届け出て時間外労

働や休日労働を行っております。 

 市の職員の皆さんには、こうした制度はありませ

んが、平成１４年２月に、厚生労働省労働基準局長

より、各都道府県の労働局長に示されました加重労

働による健康障害防止のための総合対策の指針の中

に、概ね４５時間を超えて、時間外労働が長くなる

ほど業務と脳や心臓疾患等の発症との関連性が徐々

に強まるものと判断されると報告をされております。 

 また、事業者は、実際の時間外労働時間を月４５

時間以下とするように努めるものとするとも示され

ております。こうしたことは、すでにご承知のこと

と思いましたが、あえて言わせていただきましたの

は、合併から約２年半が経過をし、多くの部署では、

合併前から相当な作業量をこなしてきたと思います

し、冒頭申し上げましたように、地域活性化や教育

の充実など様々な取り組み、さらには合併から今後

１０年間で職員を約１００名程度削減するとの方向

性も出されていることを踏まえまして、今後の職員

の健康維持、増進など、労働安全衛生管理の徹底を

図る上でも、各職場での超過勤務削減のための体制

の整備が急務であると思っております。 

 市民に対する行政サービスの一層の充実を図るに

は、何よりもその最先端で対応する市職員が元気で

なければならないと考えております。 

 超過勤務縮減についての市長のご見解をお伺いを

いたします。 

 続きまして、教育関係の質問を３点ほどいたしま

す。 

 第１点目は、小中学校の耐震診断についてであり

ます。 

今年７月１６日に発生をしました新潟県中越沖地

震は記憶に新しいかと思います。この地震は、全国

どこにでも地震が起きることを改めて示し、地震学

者からは、日本列島は地震の活動期に入ったとも言

われております。 

先の中越沖地震では、学校施設における壁の破損

などの物的被害は、新潟、長野両県で計２７２校に

及び、柏崎市では、体育館が天井落下のため避難所

として利用できないケースも出てきております。 

文科省の調査によりますと、全国の公立小中学校

の校舎１２万９，５５９棟の内、３４．８パーセン

トの４万５，０４１棟が耐震基準を満たしてないと

言われております。さらには全国の古い校舎、体育

館を診断した結果、大規模な地震で崩壊の危険性が

大きいとされる構造、耐震指標０．３パーセント未

満のものが４，３２８棟もあり、こうした建物は、

１級建築士による耐震偽装事件で使用禁止と判断さ

れたマンションと同程度の耐震性であることが示さ

れております。 

 ９５年１月に発生をしました阪神・淡路大震災の

教訓から、９５年の６月に地震防災対策特別措置法

が制定され、校舎の地震補強事業の補助対象地域が

全国に拡大され、約１億円以上かかると言われる補

強工事費用の２分の１から３分の１は、国の補助が

受けられるようになっております。 
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 また、耐震診断の費用は、全額国が補助するとも

なっております。にも拘わらず、２００７年度末ま

でに耐震診断の実施予定のない市町村が、全国で４

６箇所もあるとされております。 

 さらには、文科省の通達による耐震診断結果の公

表、学校ごとの状況を公表するようにとなされてお

りますが、公表すると不安を煽りかねないことや、

財政的な問題もはらんで７割を超える市町村が耐震

診断の結果を公表していないのが実情であります。 

 豊後高田市もまだ公表されておりませんが、耐震

化を促進するためには、関係者を始め、保護者、地

域住民との耐震性や防災意識の向上に対する共通認

識や相互理解の促進を図ることが重要であり、その

ためにも耐震診断結果を公表し、実態を知ってもら

い、皆さんの理解を得ることが大切ではないかと考

えます。 

 これまで、耐震化を進める上の重要な判断材料の

一つでもあります耐震化優先度調査が実施されるな

ど、小中学校の耐震化率は毎年上昇してきておりま

すが、全国平均５８．６パーセントに過ぎず、地域

間の差も広がってきています。 

 昨年、文科省より公表されました全国の都道府県

別の公立学校施設の耐震改修状況調査結果について、

本資料の日付は平成１８年４月１日となっておりま

す。ちなみに、この資料での豊後高田市の小中学校

計１８校の状況を見てみますと、校舎の全部の棟数

は４０棟、昭和５７年以降建設された建物は２８棟、

それから新耐震基準施行以前の昭和５６年以前に建

設された建物は１２棟、耐震診断実施済みの棟数は

５棟、耐震診断化率は４１．７パーセントでありま

す。耐震診断の平成１８年度の実施予定は１棟、そ

れから新耐震基準施行以前の昭和５６年以前の棟で、

耐震性がある、すでに補強済みとされている棟数が

１棟となっております。そして、こうした全体の耐

震化率については、県下でも高位の７２．５パーセ

ントとなっておりますけれども、新耐震基準施行以

前の建物、昭和５６年以前の建物に係る耐震化率は

８．３パーセントとなっており、ここが一番危惧さ

れるところであると思っております。 

 こうした点を踏まえまして、以下３点をお尋ねを

いたします。 

 １点目といたしまして、これまでの耐震診断の実

施状況、２点目は、耐震診断の結果の公表について、

３点目として、今後の耐震化計画について、この３

点をこの点についてお尋ねをしたいと思います。 

 次に、特別支援教育についてであります。 

 本年４月より、すべての小中学校において、通常

の学級に在籍をする、ＬＤと称されます学習障がい、

さらにはＡＤＨＤと称されます注意欠陥多動性障が

い、さらには高機能自閉症等の発達障がいの児童生

徒に対する指導及び支援を行う特別支援教育が始

まっております。 

 ＬＤだとかＡＤＨＤなど、聞きなれない用語であ

りますが、こうした子どもたちは知的障がいはあり

ませんが、聞く、話す、読む、書くなどのほか、推

論する能力の内、いずれかに著しい困難を示す子ど

もたちであると認識をしております。 

 これまでの特殊教育の対象となっている幼児児童

に加えまして、これらの児童生徒に対しても、一人

ひとりの子どもたちのニーズに合った適切な指導、

必要な支援を行っていくことにより、障がいのある

児童、幼児、生徒の生活や学習上の困難を改善、克

服することや、自立や社会参画に向けた支援の取り

組みは、大変重要なことだと思っております。併せ

て、学校全体で特別支援教育を推進することにより、

社会問題となっている、いじめや不登校などを未然

に防止する効果も期待できるのではないかと思って

おります。 

 今回の制度的な見直しは、いままでにない新しい

考え方であると思いますし、特別支援教育を推進し

ていくには、発達障がい児の早期発見、早期支援な

どを始めとして、発達障がいの正しい知識の普及や

啓発、保護者や関係機関との連携、支援に携わる人

材の育成など、特別な支援を必要とする子どもたち

への支援体制の構築と支援内容の充実が必要である

と思っております。 

また、特別支援教育の職員の配置は、各自治体に

よってはかなりの温度差があり、各学校に１人ずつ

配置しているところもあれば、まったくゼロのとこ

ろもあるとお聞きしております。当市は、年度途中

においても、本年６月より高田小学校と真玉小学校

に１人ずつ配置するなど、いち早い対応をしていた

だいております。 

 こうした特別支援教育は、始まったばかりであり

ますけれども、以下３点のことをお尋ねしたいと思

います。 

 １点目といたしまして、特別支援教育に対する支

援体制について。２点目は、特別支援教育の予算措

置について。３点目として、特別支援教育に携わる

人材の育成についてのお考えをお聞きしたいと思い
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ます。 

 最後でありますが、小中学校の図書費についてで

あります。 

 本議会の中で、過去何人かの議員からの図書費や

読書活動について質問がなされておりますが、今年

度２００７年から文部科学省の新学校図書館図書整

備５か年計画、予算総額１，０００億円が新たにス

タートいたしましたので、今回改めて質問をさせて

いただきます。 

 昨年の２００６年までも５か年計画で増加冊分と

して総額６５０億円、単年度１３０億円で実施をさ

れてきております。今年度からは、先程述べました

ように総額１，０００億円、単年度は２００億円な

りますが、こうした予算が組まれており、その内訳

につきましては、増加数の分が約４００億円、単年

度が約８０億円であります。そして、更新冊数分と

して約６００億円、単年度が１２０億円となってお

りまして、この中に、廃棄される図書を更新するた

めの予算も組まれております。 

当市におきましても、本年３月に子ども読書活動

推進計画を策定し、一層の推進に力を注いでいただ

いております。また、当市の小中学校の蔵書の充足

率は、小学校で９６．８パーセント、中学校で１０

２．８パーセントと、申し分のない充足率となって

おりますが、その中には、廃棄すべき本、蔵書の更

新の必要があることも示されております。 

 こうしたことを踏まえて、以下３点をお尋ねをい

たします。 

 当市の図書費の予算は、前年度比較でどのくらい

アップとなったのでしょうか。 

 ２点目として、児童１人当たりの図書費はどれく

らいとなるのでしょうか。 

 ３点目として、文科省の図書整備５か年計画によ

る当市の年次計画について、また、併せて読書活動

の現況をお聞かせ願えればと思います。 

以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 近藤議員のご質問の内に、

市職員の超過勤務縮減についてのご質問には、私の

ほうからお答えさせていただきます。 

 議員ご指摘のとおりに、人事院は８月８日衆参両

議院議長及び内閣総理大臣に対しまして、給与等の

改定について勧告するとともに、公務員人事管理に

ついて報告を行いました。この報告では、年金処理

問題や談合問題等をめぐる昨今の公務員に対する批

判を真摯に受け止め、すべての公務員が高い使命感

と専門能力を持って、各々の職場において職務に精

励し、一歩一歩努力を積み重ねることにより信頼の

回復をしていくことは何よりも求められていると、

前書きのあと、能力、実績に基づく人事管理の推進

のため、新たな人事評価制度を導入し、任用、給与、

分限等の人事管理に活用するよう今後も協議を進め

ていくことや、労働基本権問題のほか、当面の課題

として、議員ご指摘の超過勤務の縮減や心の健康づ

くりの推進などについて検討を進めるなどと記述し

ております。 

 とりわけ、ご質問の超過勤務の縮減についてでご

ざいますが、超過勤務の縮減は、職員の健康の維持、

職業生活と家庭生活の調和、若手職員の士気の確保、

優位の人材の誘致等の観点から、政府全体として喫

緊に取り組む必要のある重要課題であり、国におい

ては、正規の勤務時間終了後、職員が超過勤務命令

を受けずに相当時間にわたって在庁している実態が

見受けられると記述されております。 

 さて、本市についてでございますが、超過勤務全

体を見ますと、合併前の平成１６年、合併後の平成

１７、１８年は、合併の事務関係をするために大変

忙しかったと存じます。そういう面では、本年４月

から７月までの超過勤務を受けた勤務時間と、平成

１８年度、昨年の同期間の時間数を比較してみます

と、約７パーセントの縮減をみられております。し

かしながら、確かにご指摘のように、国と同様に超

過勤務命令を受けずに在庁している実態が見受けら

れます。 

このような状態のため、以前から、機会あるごと

に各管理者に対しまして、部下職員の業務及び健康

状態を把握し、管理するよう指示してまいりました。 

 去る９月３日、月例の課長会議におきましても、

そのことに関しまして、把握と管理を徹底すると同

時に、ノー残業デーの徹底ということを目標設定し

たところでありまして、そういうふうにして超過勤

務等を縮減するとともに、安全衛生管理を推進し、

市が主催するイベント及びイベントへの従事のあり

方も見直し、できるだけ簡素にするよう指示したと

ころでございます。 

 ところで、人事院の報告の後書きでは、公務遂行

には、法律等に基づいて公平・公正な取り扱いを行

うことや、迅速確実に行政サービスを提供するとと

もに、効率性の確保が求められ、これを担う公務員

には、各行政分野の知識、経験とともに、高い使命



９月１２日 

 - 46 - 

感や倫理観をもって公務を遂行することが求められ

ていること、公務員自身が常に自覚することが肝要

であるとされております。 

 先程議員からお褒めいただき、ありがたく存じま

すが、私も、豊後高田市の職員は常日頃からこれら

の自覚を持って積極的に職務を遂行し、よく頑張っ

ていると思っております。これまで元気な豊後高田

市として、光を放っている陰には、そういった職員

の努力があってのことと感じているところでござい

ます。しかしながら、今後もその輝きというものを

持続させたいと思います。そのためには、何がなん

でも、職員が健康で元気に職務を精励できることが、

まず第一だと考えております。そういう面で、ご指

摘の超過勤務の縮減と、それからまた健康管理の徹

底などを取り組み、そして、キラリと光る豊後高田

市を目指してまいりたいと考えているところでござ

います。 

その他のご質問につきましては、教育長及び担当

課長に答弁させますので、よろしくお願いします。 

○議長（菅 健雄君） 参事兼総務課長佐藤良雄君。 

○参事兼総務課長（佐藤良雄君） 近藤議員の市職

員の超過勤務縮減について、具体的な対策等につい

てお答えいたします。 

 先程市長答弁にございました指示に基づきまして、

現在、部下職員と面談を行いながら、業務の把握、

配分の見直し及び目標設定、管理を徹底し、また、

毎週水曜日のノー残業デーでの１８時以降には在庁

する職員がいないよう運動を推進しているところで

ございます。 

 次に、安全衛生管理の具体的な取り組みについて

でございますが、本年４月より安全衛生管理体制の

充実を図るため、安全衛生会議の見直しをいたしま

した。具体的には、これまで同会議を構成する委員

として、衛生管理責任者及び衛生管理者２人、当局

代表５人、職員体表５人、計１２人であったものを、

見直しにより衛生管理責任者及び衛生管理者３人、

当局代表６人、職員代表６人、計１５人に増員いた

しました。開催回数につきましても、これまで年１

回であったものを年４回に見直しをしており、安全

衛生推進のために活発な議論を行っているところで

ございます。 

 また、従来から実施してまいりました産業医及び

衛生管理による職員健康相談を、より利用しやすい

よう見直しを行いました。具体的には、開催時間を

変更し、総合健診で要精密検査と診断された職員の

内、精密検査未受診の職員をリストアップし、所属

長に通知するとともに、精密検査の早期受診と健康

相談を受けるよう指導の徹底を図っているところで

ございます。 

 なお、メンタルヘルスの強化策といたしまして、

現に開業されている医師を講師として招聘し、合併

後、初の本市主催によるメンタルヘルス研修会を全

職員向けと、管理監督者向けに分け、計４回開催し

たほか、昨年も３人を参加させた外部機関による管

理職メンタルヘルス研修会に、本年はすでに１５人

を参加させております。 

 また、本年は特に、早期に心の疾患を発見し、職

場環境等の改善に活用する目的から職員のストレス

に関する調査も全職員を対象に行ったところでござ

います。 

 以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 近藤議員の教育に関する

３点のご質問にお答えいたします。 

 小中学校の耐震診断についてでございますけれど

も、学校施設は、多くの児童生徒などが１日の大半

を過ごす学習生活の場であると同時に、非常災害発

生時には地域住民の応急的な避難場所にもなること

から、安全な施設を確保することは重要であります。 

 議員ご案内のとおり、耐震診断の対象となる学校

施設は、現在の耐震基準が設けられた昭和５６年以

前に建築された施設で、耐震及び改修が未実施の施

設でございます。 

 現在、本市で該当する学校といたしましては、小

学校においては、高田、都甲の校舎並びに体育館、

草地、三重の校舎、三浦の体育館、中学校において

は香々地中学校の体育館でございます。 

 耐震診断の実施状況についてでございますが、平

成１６年度に桂陽小学校、１７年度に高田小学校の

耐震診断を実施しており、残りの学校につきまして

も、昨年度県の指導の下、優先度調査を行いました

ので、耐震診断率は１００パーセント達成しており

ます。 

 次に、耐震診断の結果公表についてでございます

が、県下の状況を見ながら検討してまいりたいと考

えております。 

 次に、耐震化計画でありますが、平成１６年度に

耐震診断を実施しました桂陽小学校については、今

年度の夏休み期間中に改修工事を完了いたしました。

また、平成１７年度に耐震診断を実施しました高田
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小学校については、今年度補強計画等を立て、関係

機関等と充分協議の上、できるだけ早い時期から改

修工事に取りかかりたいと考えています。 

 なお、昨年度に優先度調査を行った残りの学校に

ついては、今後順次耐震診断を行い、その結果によ

り計画的に改修工事を実施してまいりたいと考えて

います。 

 次に、特別支援教育についてお答えいたします。 

 平成１７年１２月の中央教育審議会答申、特別支

援教育を推進するための制度のあり方についてを受

け、児童生徒等の障がいの重複化に対応した適切な

教育を行うための新たなシステムが今年度から動き

出しました。この新システムの特徴の１つに、学習

障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤＨＤ）、

高機能自閉症など、学習や生活の面で特別な教育的

支援を必要としている児童生徒が約６パーセントの

割合で小中学校の通常学級に在籍している可能性が

あり、このような児童生徒に対しても、適切な教育

を行うために、従来の障がい児学級を特別支援学級

と名称を変え、ＬＤ、ＡＤＨＤ等の児童生徒への教

育ニーズに応じた指導が可能となりました。 

 これまでも、本市では、ＬＤ、ＡＤＨＤ等の特別

支援を必要とする児童生徒の把握に努めるとともに、

特別支援教育の充実に向け、各園、小中学校に特別

支援教育コーディネーターを配置し、年３回の研修

を行うとともに、校内での特別支援教育の推進を図っ

てきました。 

 さらに、特別支援教育に関する講演会や研修会に

も教職員や保護者の積極的な参加を進めてまいりま

した。 

 また、希望する保護者に対しては、専門家チーム

による就学相談等を斡旋し、保護者の不安や悩みの

解消に努めています。 

 これまで県教育委員会に要望していました特別支

援学級が、今年度、新たに桂陽小学校、河内小学校、

真玉中学校に設置されました。また、臼野小学校、

三浦小学校には、特別支援教育の充実のための教員

が配置されました。さらに、市独自として高田小学

校と真玉小学校に、６月から特別支援教育支援員２

名を配置し、ＬＤの児童生徒に対する学習支援や、

ＡＤＨＤの児童生徒に対する安全確保などの学習上

のサポートを行っています。 

 教育委員会といたしましても、今後とも各小中学

校の実態を充分把握し、支援員の増員を含めた特別

支援教育の充実に取り組んでいきたいと考えていま

す。 

 次に、小中学校の図書費についてでございますけ

れども、学校図書館図書の整備につきましては、こ

れまでも国の方針に沿って充実に努めてまいりまし

た。 

 本市では、図書の充実とともに、今年３月に策定

した子ども読書活動推進計画に沿って取り組みを実

施しています。各学校におきましては、朝読書を実

施したり、読み聞かせグループや保護者による読み

聞かせを週１～２回行うなど、読書活動の推進を行っ

ています。 

 また、読書活動を家庭にも広めるため、幼稚園に

おいては、本の貸出を行ったり、読書の時間を設け

子どもに読書の習慣をつけている家庭もあると聞い

ております。 

 ご質問の図書費予算の前年度比較と児童生徒１人

当たりの図書費についてでございますが、本市にお

いては、文部科学省の前期５か年計画の措置を受け、

平成１４年度から１７年度まで、小中学校の児童生

徒１人当たりの図書費を毎年１００円ずつ増額し、

平成１７年度以降は、１人当たり１，３００円を措

置しているところでございます。したがいまして、

本年度と前年度は、予算額においては同水準でござ

います。 

 ご案内のように、文部科学省は、本年度から新た

に学校図書館図書整備５か年計画をスタートさせ、

地方交付税として図書整備費を措置しております。

教育委員会といたしましては、今回の国の措置を受

け、普通交付税の単位費用算定基準や、県下の状況

等も考慮の上、来年度予算に反映できるよう努力し

てまいりたいと考えております。 

 今後におきましても、読書活動を通じて、豊かな

人間性や感性、読書力などを育むことができるよう、

学校図書館図書の一層の充実を図ってまいる所存で

ありますので、ご理解賜りますようお願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） 市長からもご答弁いただき

まして、再質問１点と要望として教育関係を述べた

いと思います。 

 市長からもご答弁いただきましたように、超過勤

務縮減の取り組みは、職員の健康の保持、そしてま

た職場や家庭生活の調和や、申されましたように、

職員のやる気、士気の確保など大変重要なことだと
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思っております。安全衛生会議への構成員の変更や

回数を増やすなど、さらにはメンタルヘルスのそう

いった形でも今後取り組みを強めていただくなど、

ありがとうございます。 

 さらには、管理職員等に対する啓発や指導等、職

場環境の整備と併せて、事務の簡素効率化、事務処

理方法の見直しなど、業務改善にもひとつはつながっ

てくるものと期待をしております。 

そこで、この問題は、少し市長も触れられており

ましたように、こうした取り組みも大変重要であり

ますけれども、職場の管理監督者の適切な人事、業

務管理、すなわち職員個々の能力や資質にある程度

でありますけれども、そうした部分に応じた適正な

人員配置も兼ね備えた問題ではないかというふうに

も思いますが、この点について、今後どのようにお

考えなのか、対処をしていくのかをお尋ね、もう１

点したいと思います。 

 教育問題につきましては、耐震の問題につきまし

て、１点だけ要望として述べさせていただきます。 

 教育長も申されましたように、子どもたちが本当

に安心して過ごせる、安心してまた預けられる学校、

子どもたちを守るのは私たち大人の責務であるとい

うふうに思います。将来を担う子どもたちが、日中

の大半を過ごす校舎の耐震化は、公共事業の中でも

最も優先されるべき事業ではないかというふうに思っ

ております。予算確保など多くの課題があろうかと

思いますが、学校施設の耐震化は、迅速かつ計画的

に進める必要があり、関係者間の共通認識の中で、

一層の推進を図っていただきますよう強く要望し、

質問を終わります。よろしくお願いします。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、超勤関係につい

ての再質問にお答えいたします。 

 先程議員のご指摘がありましたように、これから

行革により、行革期間で１００名もの職員の削減を

しなければなりません。そういう中で、まだまだ削

減してないときに、こういう状態でありますので、

どうしても事務事業の見直しと同時に、適正な配置

をしなきゃなりませんし、それと同時に、もう一つ

は、職員の能力の向上ということを図っていかなけ

ればならないと。特に、能力の差があるものについ

ては能力を上げてもらわなきゃならんと思います。 

そういう面で、私も、合併してから職員の研修と

いうものに力を入れてるわけであります。そういう

面で少数精鋭でやっていかなきゃならんこの時期に

おきまして、職員の能力向上、そしてまた適正配置、

そういうものに力を注いでまいりたいと思いますし、

それにつきましては、常々幹部職員が職員の把握を

よくすることと、無駄なことをしない、そういうよ

うな研修も幹部会研修もやっておりますし、そうい

うことの中で、これから超勤を少なくすると同時に、

削減をしていく対応しなきゃならんと思います。 

以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） １番近藤紀男君。 

○１番（近藤紀男君） ありがとうございました。

市長、最後に要望として述べさせていただきたいと

思います。 

 市長おっしゃるように、やっぱりこうした問題は、

大変難しい性質をはらんでいるというふうに思いま

すし、具体的に事を進めようとする際には、やっぱ

り職員個人とか、労組もありますから、そういった

方々のご意見も聞きながら慎重に進めていただきた

いということをお願いしまして、質問を終わりたい

と思います。ありがとうございました。 

○議長（菅 健雄君） 一般質問を続けます。 

 ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） 日本共産党の大石忠昭で

ございます。一般質問最後になりましたが、元気よ

くやりたいと思いますので、市長は、質問の要旨を

しっかり捉えて、市民が理解できるようなはっきり

とした答弁を求めたいと思います。 

 今回は、市民が最も関心のある問題を取り上げま

して、最初の質問は、この質問要旨で出してるよう、

その原稿を読み上げる程度の質問にしたいと思って

おります。 

 最初は、ケーブルテレビの問題でございます。 

 市長は、合併後の重点事業の一つとして、このケー

ブルテレビを挙げました。そして、なんとか１００

パーセントの加入を目指そうということで、来年３

月まで、６月までというように期限を切って、その

期限内に加入していただいた方には、加入分担金や

工事の引き込み料金を全面免除をするということを

市民に宣伝しながら促進を進めておりますけれども、

市長自身は、本心として、この事業をどれぐらいな

市民に加入をしていただこうと考えてるのか。期限

を切ってる来年３月や６月までの目標を示してもら

いたいと思います。 

 二つ目には、これが予定どおり加入できるかどう

かは、私も多くの市民からいろいろ意見聞いていま

すけれども、このケーブルテレビに加入することに
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よって、それは一定な費用がかかる、利用料もかか

るけれども、いや、前よりはこんないい点があるん

だと、市民にとってこんなに便利なんだと、このこ

とが理解できなければ加入できないと思うんです。

これが徹底されておりません。同時に、市民の負担

がどれだけ軽くしてこの事業を推進するかにかかっ

ています。 

 この点については、私は昨年、その前からも随分

議論を吹きかけてまいりましたけれども、９月５日

現在の加入者は４，４９８人と、先程も答弁があり

ました。これだけ全面免除を打ち出しながら、現在

の到達状況がこういうことということなると、まあ

９割の世帯が加入するというのは非常に難しいんで

はないかと思うんですけれども、見通しがあるとい

うように考えるのか。 

問題は、約３０億円の事業をしながら、市民の代

表である市議会議員にも、まともな資料も提示しな

いし、度々軽減制度が変わってきてるけれども、そ

ういう内容についても執行部の考え方を議員に示し

て、市議会議員の意見も聞いて、これなら市民が理

解してくれるだろうと、これで徹底しようというこ

とにならないでね、市長の勇み足という、ワンマン

と言いますか、そういうことで反発を受けて、なか

なかこの大事業が市民の中に理解できないでいるん

ではないかと思うんですよ。その点について、少し

は反省してるのか。この加入率がこんなに悪くて、

今度は職員挙げて全戸訪問やらせるなどと、もう職

員もたまったもんじゃないと思うんですけれども、

そういうことになったこの遅れてる原因、これ打開

するための対策を市民の前に明らかにしていただき

たいと思います。 

３番目は、加入金６万３，０００円、引き込み料

５万円程度かかるんだけれども、期限を切って免除

するということなんですけれども、この何か、いま

入れば得するということで打ち出してるけれども、

この６万３，０００円や５万円というのがですね、

全国の状況調べておりますけれども、これ高いんじゃ

ないかと。どういう根拠でこういうことになったの

かね。もう引き込み料金などというのは、もう業者

に発注してしまってですね、１万２３０戸分発注し

てるんだから、もう全然市民からもらわなくてもや

れる計算でやっとるわけでしょう。だから、この辺

どういう根拠でこういう数字を出してね、市民に餌

を与えるようなことになってるのか。明らかにして

いただきたい。 

 それから、もう一つは、市民の中にあるのは、い

ま入らなくてもあとから入ったほうが、またいろん

な施策が講じられて得をするんじゃないかという声

も随分あります。ね。これ、ごね得ということばが

あります、そういうことじゃないと思うんですけど

もね、しかし、本当に皆さんが入らなかったら、ど

んな方法でもとって入ってもらわないとね、もうこ

んな無駄な公共工事はないということになって、市

民から批判浴びるのは当たり前でしょう。だから、

私は何度も議会で述べたと思うんです。第１回の説

明会にはね、これなら市民が協力してくれるという

ように練り上げたもので提起せないかんかったんで

すわね。段々段々変わってきています。よって、こ

こで明らかにしてほしいのは、免除期間が過ぎたあ

とに加入した市民に対しては、加入金や引き込み料

金というのは、規定どおりの料金を徴収するのか、

いや、もうちょっと免除期間を延期をするというの

か、あるいは引き込み料金なども引き下げるという

ことになるのかどうなのか、その辺を明らかにして

いただきたい。 

 それから、市民の中にあるのは、加入金や引き込

み料金が期限までに加入すれば免除されたとしても、

宅内工事の分がいるじゃないかと。一応平均２万５，

０００円ぐらいというけれども、実際やってみたら

なんぼかかるかわからんじゃないかと。ね。この宅

内工事が引っかかって、やっぱ躊躇してる市民も多

いと思うんですよ。よって、普通の家庭ではどれぐ

らいの経費が必要というのか。先程、独り暮らしで

はまあ１万程度あればいいから半額にしてあげよう

というような答弁もあったようですけれども、生活

保護者や１、２級の身体障がい者がいる世帯、ある

いは重度の知的障がい者の世帯については、加入金

や引き込み料については、いつ入っても免除いたし

ますよということを打ち出しましたし、８０歳以上

のお年寄り、独り暮らし、非課税世帯については、

月々の利用料についても３分の１だけは免除する、

３分の２払えばいいですよという免除措置も打ち出

しています。しかし、これだけではなくて、宅内工

事費についても、市長が高齢者ほど入ってほしいと

いうんならば、高齢者とか低所得者に対しても、や

はりこれだけの助成をするということを明確に打ち

出して、市民に周知徹底させる必要があるんじゃな

いかと思うんですけれども、そのことについても、

もう一度市民にわかるように説明をしてもらいたい

と思います。 
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 それから、中途半端しか加入しないと、本当のわ

ずかの市民しか加入しない状況では、これは特定の

業者がね、儲かっただけということで、市民からみ

ればもう大きな借金をかるってね、こんな税金の無

駄遣いはない事業になりかねない、そういうおそれ

もありますね。よって、今日のこういう議会を家庭

のテレビで見れるんだと、議会中継はいついつから

やるんやと、ね、あるいは独り暮らしなどのお年寄

りの安否確認は、いついつから実施をするんやとね。

安否確認してもらってもお金はかかりませんよと、

議会の中継を見てもお金はかかりませんよと、ある

いは健康相談についても、こうこうこういうシステ

ムでいつからやるんやというところまでですね、こ

のサービスの内容を市民に理解できるようにしない

限りね、我々議員も共通認識にしない限り、皆この

事業の内容の捉え方がまちまちだと思うんですよね。

時期の問題も明らかにすべきでないかと思うんです。

そういう、同じ事業をやる以上は、事業効果を活か

す、市民サービスを徹底するというようにしてほし

いと思うんですけれども、もう市民がわかるように

平口で答弁をしていただきたいと思います。 

 次は、利用料金についてですが、基本料金として

１，２６０円が毎月計算で取られることになるんで

とけれども、もうこれについてもですね、本当に市

長が全世帯を加入を目指すというんならば、もう少

し引き下げてもやっていけるんじゃないかとね、思

うんですけれども、まずこの引き下げをすることは

できないのか。 

 それから、最後に、安否確認など必要な世帯、市

長がさっきから答弁してるように、もうどうしても

こういう人ほど加入してほしいという方については

ね、やっぱりこの８０歳以上の独り暮らしだけじゃ

なくて、もっと幅を広げてですね、月々の利用料に

ついても減免規定を作るべきじゃないかと思うんで

すけれども、市長の見解を求めます。 

 次が、後期高齢者の医療保険の制度なんですけれ

ども、聞きなれない言葉なんですが、いよいよ来年

の４月から、全国一斉に７５歳以上を対象にした医

療保険が別枠で作られる。大分県ではすべての市町

村が加入して、広域連合でこの事業が実施されるこ

とになります。これによりまして７５歳以上のお年

寄りは、これまでの国民健康保険や社会保険などす

べての保険から脱退させられる。それによって、こ

れまでは子どもさんの扶養などに入ってるお年寄り

は、保険料がまったく要りませんでした。しかしな

がら、来年４月からは、すべてのお年寄りから保険

料が新たに徴収される。このことがわかるにつれて、

いま、全国でお年寄りの間からは、これは大変なこっ

ちゃないかと、介護保険で新たに取られて大変だっ

たと、今度もまた介護保険と同じように年金から天

引きをされると。月平均にしたら、月に１万円合わ

せて引かれるということで、もう大問題になってる

わけであります。よって、これは自民党、公明党が

ごり押しをして作った制度なんですけども、なんと

かこの住民負担を軽くしていくと。そのためには国

に向かって国の負担を増やしてですね、国の負担割

合を増額をして国民の負担を減らすと。そのために

市長として政府に働きかけてもらいたいと思うんで

すけれども、市長どうでしょうか。 

 次は、この保険料金については今年の１１月頃の

大分県の広域議会で決定されることになります。全

国平均では、月が１ヶ月にしましたら６，２００円

ということですけれども、大分県の場合は、お年寄

りの療養費が高い、そして国保税が高い、そういう

ところについては、全国平均より高くなると聞いて

いますが、なんとか所得の低いお年寄りについては、

こう特別に、これは７割控除もありますけれども、

国保税と同じように、市、今度広域連合ですね、広

域連合独自で減免制度、保険が安くなる制度を作る

べきだと思うんです。全国的にこれ検討が始まって

ますけども、その点、市長も前県の部長までされた

方ですから、県下で音頭を取ってですね、一緒になっ

て、そういうようにしてくれという運動をしてもら

いたいと思うんですけれども、そういう働きかけを

する考えはないのかどうなのか。 

 それから、この財源は、県も補助できるし、市町

村も補助できるようになっています。県や市町村が

補助すれば、その分は７５歳以上のお年寄りの保険

料が軽くて済むようになります。このことも働きか

けてもらいたいと思いますが、なんとか、高齢者が

いまもう生活に追われておりますのでね、高齢者の

ことを思って、負担を軽くするために市長として働

いてもらいたいと思いますが、どうでしょうか。 

 次が、入札制度の改正問題についてであります。 

 ご承知のように、連日新聞で談合問題が大きく取

り上げておられますので、高田では談合がないのか、

なんとか談合がないようにしてほしいというのが市

民の声です。ようやく高田でも電子入札の試行が始

まりまして、なんとかこれを本格実施を急いでもら

いたいし、それから、一般競争入札を早急に実施を
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していただきたいと思いますけれども、市長の見解

を求めます。 

 次が、火葬場の問題であります。これ長年の懸案

事項でありまして、もうどこに行ってもこの火葬場

はいつできるんかえと、造る造ると言いながら、何

人も市長が替わったけれども、重点事業と言いなが

ら長年放置をしてるじゃないかと。ね。その市民の

疑問に応える答弁をしてほしい。ようやく、今度は

真玉じゃなくて、旧市内の山手のほうに適地が見つ

かったようですけれども、いつごろまでに地権者や

周辺住民の同意を取り付けて、いつごろまでに用地

決定して造成工事をやり、ね、着工はいつからやる

のか。いつまで、いつ完成をして、市民はいつから

新しい火葬場を利用できることなるのか、ね。市長

はどういうことを目指しているのか、明らかにして

いただきたいと思います。 

 次は、市政の問題なんですけれども、もう永松市

長はワンマンじゃないかと、人の意見聞かんじゃな

いかという声が非常に高うございます。謙虚になっ

てほしいと思うんです。そのためには、いまインター

ネットがありますから、市長が交際費をどういうこ

とで使ってるんだと、あるいは市長は記者会見をし

て、どういうことを述べてね、どういう市政を推進

しようとしているんだと、市民のために頑張ってる

んだということがわかるように、各家庭でインター

ネットで、その市長の考え方がわかるように、市の

ホームページに公開すべきだと思うんですけれども、

どうでしょうか。大分の市長はもう交際費は全面廃

止をしました。もう何年も前からこのことを実施を

しております。 

 それから、重税問題なんですけれども、ご承知の

ように、定率減税の廃止などによりまして、もう住

民税が大幅に上がりまして、もう払いたくても払え

んと、何とかしてくれと。特に収入が前の年に比べ

て本年度は減った方については、住民税というのは

去年の収入にかかってくるもんですから、もう払え

んと。どうかしてくれという声がたくさん聞かれま

す。これに応えるべきです。よって、先進地を調べ

てみますと、市独自の住民税の減免制度を実施をし

ております。収入激減世帯に対して、豊後高田にお

いてもこの住民税の減免制度を作るべきと思うんで

すけれども、市長の見解を求めます。 

 あと、最後ですけれども、教育環境の問題です。 

耐震診断が進められて、耐震工事は年次計画でや

ることになっておりますけれども、エアコン設置の

問題ですね。これいま、全国で話題になっとるんで

す。で、文部省のほうも新しく建てる校舎について

は、補助事業に組み入れることになりました。これ

だけ地球温暖化の問題、今年みたいにもう異常なで

すね、気象状況をね、猛暑が続いております。熱中

症で大きな問題になっていますが、なんとか豊後高

田市の未来を担う小中学生が、優れた教育環境の下

で教育ができるようにね、するのは我々の仕事だと

思うんです。よって、すぐ来年とはならなくても、

年次計画を作って、すべての小中学校にエアコンを

設置すべきだと思うんですけれども、市長の見解を

求めたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） 大石議員のご質問の内、私

からは交際費と記者会見についてのご質問にお答え

いたします。 

 ご案内のように、交際費とは、対外的に活動する

地方公共団体の長、その他の執行機関が、当該団体

を代表し、また当該団体の利益を守るために、外部

との公の交際を進める上で必要とされる経費でござ

います。 

 現在、私どもは、市交際費しかありませんし、こ

れにつきましては、市情報公開条例に基づきまして

全面公開をしております。そういうことの中で、本

市の状況について、先般の大分市民オンブズマンに

よる交際費に関する情報公開調査においても、県内

で第２グループの評価をいただいているところでご

ざいます。 

先程申しましたように、市交際費しかありません

し、その交際費の公開につきましては、全面公開を

いま現行でやっておりますので、いままでどおり対

処していきたいと思っております。 

 （○２２番（大石忠昭君） それ全面公開ち言わ

んのや。） 

 また、記者会見につきましては、議会時に議案の

説明を行っている程度で、ほとんど実施をしており

ません。そういう面で、ホームページに公開するこ

とは考えておりません。 

 その他のご質問につきましては、教育長及び担当

課長に答弁させますので、よろしくお願いします。 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 大石議員の教育環境につ

いてのご質問にお答えいたします。 

 本市におけるエアコンの設置状況につきましては、
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保健室、コンピューター室においては全校設置済み

でございます。普通教室については、設置しており

ません。議員ご質問の、すべての小中学校にエアコ

ンを設置すべきではないかということでありますが、

県下の公立小中学校の状況を見ましても、普通教室

等へのエアコンの設置はほとんどない状況でありま

すので、ご理解くださいますよう、お願いいたしま

す。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） ケーブル

テレビ事業についてのご質問についてお答えを申し

上げます。 

 加入分担金及び引き込み工事費の免除期限の来年

３月末、９月末までの加入目標についてでございま

すが、基本的には、加入分担金及び引き込み工事費

用の両方を免除いたします来年３月末までに、すべ

ての市民の皆様にご加入をいただきたいと思ってお

ります。 

 次に、加入申し込みについてでございますが、加

入分担金及び引き込み工事費用の両方が免除される

期限が来年の３月末までと設定されているため、残

りの期間が半年あること、また、これまでにない、

まったく新しい事業のために、事業内容についてご

理解いただけてない方が多くいることなどから、こ

の対策を含めました加入促進策につきましては、先

程中山田議員のご質問にご答弁申し上げたとおりで

ございます。 

 次に、加入金６万３，０００円と、引き込み工事

費用５万円程度の算出根拠についてでございますが、

加入分担金は、施設の整備や運営等に使用するもの

で、その使途が決められているものではございませ

んが、今回の事業では、光ファイバーを各戸までに

引き込むＦＴＴＨ方式を採用いたしております。こ

のため、加入者のお宅には、光ファイバーを収納す

る光成端箱、光信号を電気信号に変換するＯＮＵと

呼ばれる変換器が放送用と通信用にそれぞれ必要で

あり、加えて告知放送を受信するための告知放送端

末が必要となります。これらの主要な機器の合計金

額だけでも約８万円ほど必要となりますので、先進

地事例等を参考に、税込みで６万３，０００円とい

たしたものでございます。 

 また、引き込み工事費用の目安の５万円につきま

しては、幹線伝送路から加入者宅の軒先に設置する

光成端箱まで、一般的な距離を引き込んだ場合の標

準的な工事価格でありまして、実際の費用は個々の

状況により異なります。 

 次に、免除期間の延長や引き込み工事費用の引き

下げなどの変更についてでございますが、今回の事

業は、農林水産省及び総務省の交付金を活用して事

業を実施してまいります。このため、少なくとも来

年の９月末までに加入申し込みをいただきませんと、

事業内の完了ができませんので、現在のところ免除

期間の延長は考えておりません。 

 次に、宅内工事費用及びその助成制度につきまし

ては、先程中山田議員のご質問にご答弁申し上げた

とおりでございますが、宅内工事費用は、既存配線

の状態やテレビの接続台数等によって金額が異なり

ますので、最も高い場合の試算は困難でございます。 

 次に、議会中継や安否確認、市民健康相談などの

サービスの開始時期についてでございますが、議会

中継につきましては、平成１８年第４回定例会にお

きましてご答弁申し上げましたように、議会の意見

を尊重し、議会と協議を行った後に実施していきた

いと考えております。 

 また、その他のサービスにつきましても、ある程

度全域で整備が終わった後でなければ、地域間格差

を生ずることとなりますので、来年度条件が整い次

第、サービスの開始をしてまいりたいと思っており

ます。 

 次に、基本使用料の引き下げについてでございま

すが、現在の設定金額は、ケーブルテレビ施設を運

営する上で必要最小限度の額で設定をいたしており

ますので、引き下げることは考えておりません。 

 また、独り暮らしの高齢者世帯につきましては、

満８０歳以上の市民税非課税の方を対象として基本

使用料の３分の１を免除し、月額８４０円となる制

度がございますので、さらなる減免措置は考えてお

りません。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 保険年金課長尾造正直君。 

○保険年金課長（尾造正直君） それでは、後期高

齢者医療制度についてお答えします。 

 ご案内のとおり、平成２０年４月から、原則７５

歳以上のすべての方が加入する後期高齢者医療制度

が実施されます。老人保健制度に代わる新しい制度

でございますので、現在全国市長会において、円滑

な制度運営を図るため、国において充分な財政措置

を講じるよう要望しているところでございます。 
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 次に、保険料の減免制度及び補助金についてお答

えします。 

 減免制度及び補助金につきましては、大分県後期

高齢者医療広域連合において決定されることになっ

ておりまして、現在広域連合で検討しているところ

でございます。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

○建設課長（奥田秀穂君） 入札制度の改正につい

てのご質問にお答えいたします。 

 電子入札、一般競争入札につきましては、全国知

事会において、一般競争入札の適用範囲の拡大、電

子入札の早期導入など、公共調達改革に関する指針

が示されましたように、本市においても早急に対応

すべく検討しているところでございます。 

 まず、電子入札導入に向けての取り組みといたし

ましては、先月まで市内業者を対象に、電子入札シ

ステムを使っての模擬案件を実施し、今月より一部

案件につきまして試行運用を開始したところでござ

います。本運用につきましては、電子入札に対応で

きていない業者もおりますので、状況を見ながら開

始をしたいと考えております。 

 次に、一般競争入札導入についてでありますが、

導入については、要領等の整備が必要であります。

そのため、現在一般競争入札を実施している他市を

参考に研究を重ね、早期導入に向け準備を進めてお

りますので、ご理解をお願いいたします。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 参事兼環境課長水江義和君。 

○参事兼環境課長（水江義和君） 火葬場建設につ

いてお答えいたします。 

 人生の終焉の場としてふさわしい新豊後高田市火

葬場の建設は、多くの市民の皆様方が強く要望する

重要な事業であります。今回、市民の皆様のお力を

借りて、幅広く建設候補地のご提案をいただくため、

市報において火葬場建設候補地の募集を行ってまい

りましたが、期間内には応募はございませんでした。

公募とは別に、建設候補地としての諸条件の検討を

行い、市内小田原地区の農免道路沿いを候補地とし

て、９月４日に第１回豊後高田市火葬場建設候補地

選定委員会に提案して協議した結果、適地と思われ

るので早急に事業推進してもらいたいとの意見をい

ただいたところでございます。今後につきましては、

地区住民や地権者の方々の同意をいただき、今年度

中には用地の取得を行い、各種調査、測量を実施し

て来年度には本体工事に着手できるよう、早期完成

に向け取り組んでまいりたいと考えています。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） 税務課長河野清一君。 

○税務課長（河野清一君） 住民税の減免制度につ

いてお答えいたします。 

 個人住民税は、地域社会における行政サービス等

を享受する住民に対し、共同の経費の対価として広

く地域住民に負担分任の観点から、応益、応能主義

の原則によって、均等割と所得割から成り立ってい

ます。また、平成１９年度から個人住民税の定率減

税の廃止に伴いまして、納税者の方には個人住民税

の負担が増加しておりますが、この定率減税につき

ましては、平成１１年度当時、著しく停滞した経済

活動を回復に資する観点から、緊急避難的措置とし

て導入されたものであります。 

 市におきましては、定率減税による減税額は、地

方特例交付金及び減収補填債とで補填され、元利償

還金につきましては、普通交付税で措置されておる

ものでございます。今回の定率減税の廃止により、

これらの補填制度もなくなったものであります。 

 個人住民税の納期納付の困難な方につきましては、

納税相談等を実施いたしまして、個人の実情に合わ

せまして、分割納付等可能な限り納税しやすい方法

で対応しているところであります。 

 減免につきましては、特別な事情により著しく生

活が困難となった者の内、必要があると認められる

ものに対して減免することができますので、豊後高

田市減免に関する規則により、公平性の観点から、

他の納税者との均衡を失しないよう、充分配慮しな

がら対応してまいります。 

 以上です。 

○議長（菅 健雄君） ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） 答弁が明確でない部分が

かなりありますが、最初にケーブルテレビについて

ですね、市長の政治姿勢に係る問題のつもりで私は

質問したのに、なぜ市長は答弁に立たないのか。同

じ今日の質問でね、前の議員に対しては長々あれだ

けの答弁をやりながらね、私は市長の考えを聞いて

るのになぜ答えないんか、そこをはっきりさせてく

ださい。議長、市長に答弁やり直しさせてください。

答弁肝心なことがないんですよ。いつまでになんぼ

目標にしてるんかちゅうのもないんですよ。市長の

目標聞いてるんですよ。ないでしょうが。第１の答

弁になってないじゃないか。ちゃーんと原稿どおり
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やってください。原稿が出とるんだから、そのとお

りに答えなさいよ。答えてないでしょう、一番肝心

なことを。 

加入目標を明らかにしてください。なんぼ加入目

標か明らかにしてないでしょう。３月までに加入し

てもらいたいちゅうだけじゃ、な。 

○議長（菅 健雄君） 答弁しているというふうに

私は判断してますんで、次の、 

○２２番（大石忠昭君） いや、議長なんね、あん

たが判断したのはなんぼというんですか。 

目標と、数値なんですよ。行くか行かんかは別で

すよ。目標なんぼちゅうの答弁ないじゃないですか、

いま。答弁なかったですよ、テープ聞いてごらん。

肝心なこと答弁ないじゃないか。 

○議長（菅 健雄君） 答弁があったと認識、 

○２２番（大石忠昭君） だったら議長言うてくだ

さい。 

○議長（菅 健雄君） じゃ担当。 

（○２２番（大石忠昭君） 数値なんぼですか、数

値を聞いてるんですよ。） 

（○議長（菅 健雄君） ならもう一度言うてくだ

さい。） 

（○２２番（大石忠昭君） な、いいですよ。議長

はなんぼと思っているの、あんたがあったちゅうん

なら。ないから私は聞きよる、ちゃんとはっきりさ

せてと。文章で出しちょるんで質問を。） 

○議長（菅 健雄君） それじゃもう一度答弁して

もらいます。 

（○２２番（大石忠昭君）答弁したんならせんでい

いけん、してねえからするんじゃろ。） 

○議長（菅 健雄君） いや、同じことを。 

○市長（永松博文君） いや、答弁ではなく、答弁

したということを説明いたします。 

 まず第１に、先程課長から、すべての市民の皆さ

んにご加入いただきたいと思っておると。それと同

時に北崎議員に対して１００パーセント目標ですと

そういうふうにご答弁しておりますんで。それと同

時に、私は中山田議員のときに、私の思ってるすべ

てを、私の思ってるすべてを説明したつもりであり

ます。そういう中で、あと数字的なもの、その他に

ついて担当に説明させたと。そういうことでござい

ますので。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） じゃあ、私の第１の質問

は、来年３月末あるいは、と同時に９月末までに、

どこまで加入してもらう目標ですかという、聞いた

わけですね。市長はすべての世帯だということです。

あなたの言うすべての世帯とは、何世帯なんですか。

先程の北崎議員は１万３，０００なんぼと言ったん

ですね。で、ここに資料が出ておりますけれども、

まあ、すべての世帯ということは、市長、個人では

何世帯、市役所とか警察とか事業所がありますが、

事業所と何世帯のことをすべてと、個人何世帯、あ

とは十把ひとからげでいい、事業所、学校なども含

めて、なんぼというのを全世帯というんでしょうか。

それをいまの課長は、補助事業なんだから、なんと

か３月末までにね、目指したいというふうに言われ

たんですよね。そう理解したいと思うんだけど、そ

れは数値はいくらなんですか。それをあとで答弁し

てください。 

 それからですね、遅れている原因については、ま

だ、まあ初めての事業でもあるし、事業内容が徹底

されてないということなんだけども、やはりこうい

う大事業をやるにしたがってね、どういうように軽

減対策を打ち出せば市民が理解してくれるんだろう

か、議会の中継や健康相談や安否確認なども、いつ

からこういうように実施をするというふうに打ち出

したら理解してくれるんだと。やっぱ議会の皆さん

とよく協議してね、議会中継をいつからやるんやと、

もうすんなり決めてしまってですね、一度に説明会

でばーっとやらんといかんかったんですよ、ね。と

ころがどうですか、軽減対策についても、ね、条例

でないもんだから、今日打ち出した宅内工事につい

てもね、７５歳以上の助成事業についても、議会に

は何にも相談ないんですよね。しかも、市長が昨日

長々読み上げた、この所信表明の中にも一言もない

んですよね。それが議会で答弁ということが、おか

しいでしょう、そんなのみたら。議会なんち考えちょ

るかちゅうことなんですよ。こういうことがね、やっ

ぱ住民から反発を受けてるんです、永松市長のその

手法がね。そうでしょう。どうやったら市民の理解

を得るのか、そして市会議員の皆さんも協力してく

ださいよと、あなた方がまず加入してくださいよと、

一緒になってね、住民に説得してくださいよと。そ

のためにはね、こうこうこういう市民にとって利点

があるんだということがね、平口でわかるようなぐ

らいね、やっぱり議会で大いに議論をして、議員の

意見も組み入れてやるという方向を取らんでね、俺

が決めたんじゃから従えち、そういうやり方は問題
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だと言ってるんですよ。そのことについて反省はな

いんですか。 

 次、宅内工事費について、７５歳以上のね、笑い

事じゃないよ。宅内工事費の７５歳以上のね、助成

をやろうということを初めて今日明らかにしたんで

すよ。これは要綱があると思いますんでね、要綱を

議員の皆さんに配ってください。で、要綱の内容を

わかりやすく中嶋さん、明らかにしてください。こ

んな大事な問題が議員にね、伝わらないなんち、そ

れで加入率が悪い悪いて、当たり前ですよ。要綱の

内容を明らかにしてください。 

 それから、サービス内容についてもね、いつかの

議会で答弁したとおりでございます。議会中継につ

いても、議員と相談しますと。相談する、そんなこ

とで市民が納得しますか。そんなら早く相談してね、

来年の６月から稼動するんだから、来年の６月議会

からは中継するんだとか、６月が無理ならね、来年

９月議会から議会中継やるんやと、家庭で議会の模

様が見られるようになりますよと、だから加入して

ください、だから、こういう説得ができるようにせ

ないかんでしょうが。ね。そういうのをなぜやらな

いんですか。安否確認はいつからやるの、ほんなら。

加入したけれども、いえいえ、諸般の事情で、社会

福祉協議会の都合でやれません、やれませんときた

らどうなるんですか、詐欺行為になりますよ。最初

からねえ、そういうサービスについても、こうこう

こうこうこうサービスがあるからね、だから入って

くれならわかりますよ。一般的にはね、テレビが見

られない難視聴地域ではね、ああ、これはいろんな

チャンネル見られるから入ろうかち、それは入りま

すよ。しかし、私どもの市街地におる組はね、もう

最もテレビどこでも見れるんですよ。多チャンネル

を見るために入ろうなんて、それはそんなの金出す

ことないちこうなってますよ。それ以外にね、サー

ビスを受けるちゅうなら、平口でこうこうこういう

利点があるんだということがわからなければね、そ

れはだめでしょう。それ期日を明確にしてください

よ。もうわかるだけはっきりしてください、それは。

安否確認はいつからやるのか、健康相談はいつから

やるのか、議会中継はいつからやりたいと思うんで

すか。あんた方の意思じゃ。それは議会の意見聞か

なわからんちゅうのは、あんた方いつからやったら

いいと考えるんか。市民に説得できると考えるんで

すか。 

 それから、利用料金についてもね、１，２６０円

が最低だというけどね、安くしようと思うて、これ

ほどですね、市長の権限でできることないんでしょ

う。議会に諮ればできるでしょうが。なんぼ取らな

くてはならないちゅう法的な考えは全然ないですよ、

私は調べましたけど。本当に全世帯加入してもらお

うというんならね、毎月の利用料でも下げること、

基本料金を。同時にね、どうしても安否確認をした

い、独り暮らしやお年寄り暮らしについてはね、本

当にお年寄りの命を守るためにね、こう料金無料で

いいですよ、そうでしょう。いまは８０歳以上の独

り暮らしだけが無料じゃないんですよ。３分の１だ

け免除しようと。もうそら少ないですよ、それは。

それではね、入らないと思いますよ。その辺もう少

しね、この利用料金についても対象を広げる考えが

ないのか、もう一度市長の見解を聞きたい。 

 それからね、工事費がものすごかかる、かかると

言われましたけれども、電柱から家庭に引き込む時

のその電柱を使う九電やＮＴＴに払う経費をどれぐ

らい見積もっとるんですか。それは言えるでしょう。

２８億の中でなんぼみてるんですか。 

 それから、もう一つはね、その加入金や引き込み

の工事費も高くないんだと言われたけれども、もう

加入しようとしまいと、ＮＴＴと契約してしまっちょ

るじゃないですか。そうでしょう。で、市にとって

みれば、なるべく期限内に入らんで、それ以後入っ

てくれて、それ以後は丸々取りますったら、丸々取

り儲けでしょう。取り儲けちゅうことになるでしょ

う。そうでしょう。もう発注してるんだから、契約

してるんだからその分は。そうはならんですか。市

民騙すことになるでしょう、これじゃ。だから、そ

んなにそんなにね、早よ入ったら得だ得だ、６万５，

０００円得じゃ、９万円得じゃなんちゅうの、マン

ガですよ、それは。だからよって、あとから入った

人たちも、それはそんなに取らなくてもやれるとい

うことになるのかね、いや何が何でも市長の言うよ

うに１００パーセント入ってもらうちゅうことにな

るのか。それは問われるんで、もう１回その辺ね、

設定を安くできないかということに答えてください。 

 それから、次が後期高齢者の問題で、なんとかね、

私ども日本共産党は、今度自民党、公明党が参議院

選挙で後退しましたんでね、なんとか民主党とも組

んで、この法律を凍結させると、ね、この事業を来

年４月から実施を凍結させようということで、国会

でも頑張るつもりです。で、よってね、それはそれ

で私どもも頑張りますが、市長としては、なんとか
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国の負担を増やしてもらって、住民の負担を軽くす

るために頑張ってもらいたいと思いますが、市長の

口から答えてください。 

 それからね、あと、市町村から県に補助金を出し

たらどうかという問題で、それはいま、県の連合で

検討しとるなんていう答弁しました。そんなことあ

りません。私ども日本共産党の議員が３人おります

から全部わかっています。市町村から出そうという

のは、市長が音頭取ってやってもらえんかというこ

とを私は提起してるんですよ。それは広域連合がし

てるからいいちゅうことにならんでしょうが。減免

制度はね、作るか作らんかは広域連合です。だから

作れということをあなた方が働きかけてほしいとい

う質問ですよ。もう一度市長見解を述べてください。 

 次は、入札制度についてね、まあ担当課長が努力

しておりますので、早急に実施しようということで

すが、一般競争入札、今年度中には実施できること

になるのかどうなのか。早急とはいつごろを指すの

か。 

 それから、火葬場についてね、まあ場所の特定ま

で市民の前に明らかにしましてね、一歩前進なんで

すけれども、今年買収は終わり、いろんな調査もし

て、来年着工と言われたんですけども、私が質問し

たのはね、完成、市民が新しい火葬場をいつから利

用できるかということを聞いてるんです。ここを

ちょっと明確にしてください。ね。着工がわかれば

完工もわかるわけでしょう。それはあくまでも地権

者が同意しなければ、あるいは周辺が同意しなけりゃ

やれないことはわかった上で聞いています。あなた

方の目標はいつですか。市民に立派な火葬場をいつ

から使ってもらうつもりですか。明らかにしてくだ

さい。 

 それから、交際費の問題などの、ホームページで

の公開を拒否しましたけども、市長、これはお金の

問題じゃありませんよ。立派な職員がおりますから、

ものの何分もかかりませんよ、公開するかしないか

ちゅうのはね。市長の政治姿勢ですよ。何で公開で

きないんですか、あんた全面公開と言うけど、ほん

なら担当課に聞きますけど、総務課長いいですか、

情報公開で、市長の交際費の公開請求をした人が１

年間で何件ありましたか。私はしたことがあります

ね。ほかの市民が何件かありますか。 

 それから、一般のね、あなた方のホームページは、

１年間に何件、何万件アクセスがあってますか。そ

の差をどうみますか。 

 それから、記者会見の内容などをね、私ども記者

からもらうからわかりますよ、そら。私がもらうた

めに言ってるんじゃないんですよ。市民にね、永松

市長とは、昭和の町、昭和の町と大騒ぎしてるけれ

ども、ああ、昭和の町だけじゃないんやなあと、農

民のためにもお年寄りのためにもこんなことやって

るんだなあと、あんた理解してもらったほうが得じゃ

ないんですか。 

ほんならね、記者会見の模様は、あんまり記者会

見もやってねえことが問題なんやな。よその市長は、

市長挨拶まで載せてますよ、ホームページに。あな

た何も載せてない。それを変える考えはないんです

か。恥ずかしいと思いませんか。平松知事は、いま

は広瀬知事ですけど、平松知事は、記者会見で一問

一答の内容を全部公開してますよ。家庭で、どの家

庭でも見れるようになってますよ。あなたは情報化

社会で、都会と同じようにケーブルテレビで誰も見

れるごとするんだと言いながら、自分の交際費もね、

記者会見の内容も公表できないんですか。それを情

報公開で公開してるからいいんじゃなんて、そんな

ことならない。私はそんなこと言ってない。ホーム

ページで公開を迫ってるんですよ。どうなんですか。

金がかかることじゃないでしょうが。 

 最後に、エアコンの問題です。何か教育長はもう

全然やる気のない答弁ですけど、それはおかしいで

しょう。 

そんなら認識の問題聞きますよ。今日だってね、

本当にね、大分県でまだこんなにね、スーツを着て

ネクタイしてる議会がありますか。私たちは冷暖房

になっとるからスーツ着たままやるわけですね。同

じこの猛暑の中で、小中学生はどういう状況ですか。

いまの時代に、高田高校だけじゃない、県立高校で

は全部エアコンが付いてますよ。全校付いてますよ。

ね、それから大分県内も私調べてみましたよ。あな

たはほとんど付いてないちゅうけど、調べてますか、

本当に。実態、全部調べているなら言ってください。

なかったら私が回答してあげる。ね。エアコンが付

いとるところ、扇風機が付いとるところあるじゃな

いですか。まったくないのは豊後高田市だけでしょ

うが。 

だから、あなた方はね、必要ということを認識を

しているのかどうなのか、必要ないというのかどう

なのか、認識をしてるんならね、今年は無理でもね、

市長さん何とかしてください、あんた市長さん、市

長さん、市長さんじゃわ。ね、あなた方要求する側
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でしょうが。市長がやる気がないから俺もやる気が

ないというんならね、教育委員会は独立してないで

すよ、それは。教育環境を守るということ大事でしょ

う。だから年次計画を作ってやりたい、そのために

も、いませめて検討するという答弁はできないんで

すか、教育長として。明らかにしてください。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それでは、私から後期高齢

者医療制度についてお答えいたします。 

 先程課長からもお答えいたしましたように、国に

対しては市長会全体として要望してますし、それと

同時に、こういうものすべてが国と県、国と市長会

と、市長ということの中でせめあいをしているわけ

であります。そういう面で、個々ではなくいろんな

面でその国のもってくれ、そういうようなことをやっ

てるということをご理解いただきたいと思いますし、

また、県に対するものについては、市町村長が集まっ

てる連合の運営協議会がありますんで、その中で県

に要望するという話もしてみたいと思っております。 

 それから、交際費の件でありますけれども、私ど

も今年が１００万、昨年が執行が約７０万、そうい

うくらいなもので、まあ香典その他ほとんど使って

ない状態、他の市と比べれば。そういうことの中で

公開するほどのことはありませんし、来て見ていた

だければ大したことがないことがよくわかりますん

で、これをわざわざ公開してする必要はないと、ホー

ムページに上げる必要もないと思っております。ぜ

ひ見て、市に来て見ていただければ、どういうもの

に使っているかというのはもう全面公開してますん

で、ぜひそれで対応していただきたいと思います。 

 それと、記者会見の話ですけども、私どもには大

分合同新聞しかおりません。そういう面で、なかな

か来ていただいて記者発表というような、なかなか

できない。そういうような大きな事業もありません

し、そういうことの中で、議会の前に、先程申し上

げましたように、議案について説明するぐらいのも

ので、それと同時に、行事のときには各新聞記者と

話して、こういうことを、これだという話をしてお

りますんで、なかなかホームページに載せるような

こと、そういうようなこともありませんし、私もで

きればホームページで私の顔を出していろいろして

もいいんですが、そういうことをしたってしょうが

ないと思っています。そういう面で、それが遅れて

るというんなら遅れてるで結構ですし、まあそうい

う面で記者会見そのものとして、私はホームページ

に載せるようなものが記者会見にないと、そういう

ことでございます。 

 以上です。その他については、課長に補足させま

す。 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 大石議員の再質問にお答

えいたします。 

 豊後高田市の状況をみましても、教室にはクーラー

入っておりませんけども、扇風機等で対応している

学校が何校かございますし、県下の状況を見まして

も、ほんのわずかではありますが、入っている学校

もございます。この件につきましては、やはり将来

的にはそのような時期がくると思いますけれども、

現時点で何年度からどこにということの答弁につい

ては、差し控えさせていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） ケーブル

テレビに関する再質問についてお答えを申し上げま

す。 

 資料として提出いたしました１万１，４７８の建

物の内、これはその時点がちょっと違いますので、

正式なものではございませんが、概ね一般世帯が９，

７００、事業所が１，７００程度というふうに考え

ております。 

 それから、助成制度の内容についてでございます

が、加入者で、宅内工事をする方について、生活保

護世帯及び高齢者世帯に対して、１万円を限度とし

て宅内工事費を助成するものでございます。 

 高齢者世帯の規定につきましては、平成２１年３

月３１日現在において満７５歳以上である方のみで

構成される、市民税非課税世帯を対象といたしてお

ります。昭和９年４月１日以前にお生まれの方のみ

で構成される世帯ということでございます。よろし

くお願い申し上げます。 

○議長（菅 健雄君） 建設課長奥田秀穂君。 

○建設課長（奥田秀穂君） 入札制度の再質問にお

答えいたします。 

 先程ご答弁申し上げましたとおり、県下各市、現

在一般競争入札制度に関して動きがございます。そ

の状況を見極めながら、一般競争入札につきまして

は、来年度実施に向け準備を進めてまいりたいと考

えております。よろしくお願いします。 

 以上でございます。 
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○議長（菅 健雄君） 参事兼環境課長水江義和君。 

○参事兼環境課長（水江義和君） 火葬場の建設に

ついての再質問にお答えいたします。 

 先程ご答弁いたしました状況どおり事業推進がで

きますと、平成２１年度中には供用開始が可能では

ないかと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） プロジェクト推進課長中嶋

栄治君。 

○プロジェクト推進課長（中嶋栄治君） 失礼申し

ました。先程答弁漏れがございましたので、追加を

申し上げたいと思います。 

 ケーブルテレビにあります各種サービス、いわゆ

る議会中継、それから各種の安否確認作業等のサー

ビスでございますが、先程ご答弁申し上げましたと

おり、準備ができ次第やりたいというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

○議長（菅 健雄君） ２２番大石忠昭君。 

○２２番（大石忠昭君） じゃあ、再々質疑をした

いと思います。 

 時間が７分ほどになりましたが、まず、ケーブル

テレビの問題でね、私は決して反対してるわけじゃ

ないんですよ。同じこれだけの国民の税金かけてや

る事業だからね、それに見合う効果が十二分に発揮

できるようにしようという立場から議論をしてるん

ですよ。とにかく市長のワンマンだけはやめてもら

いたい。市民の代表である議員の皆さんとね、よく

協議しながらね、何が問題なんやと、議員の力も貸

してくれ、知恵も貸してくれという態度を貫かんで

ね、お前たちは部下だから職員やれっち、戸別訪問

やって回れって、これもう職員かわいそうですよ。

事業全体の理解をさせることね、市民が困ってる問

題に応えるちゅうのは、やはり事業内容、サービス

がどういうサービスがいつからやられるかというこ

とがね、やっぱ共通の認識にならないかんわけです

よ。ね、繰り返し言うように、議会中継はいつから

やる、ね、安否確認はいつからやれるんやと、そう

でしょう、健康相談いつからやれるんじゃと、ある

いは災害などの情報はもう直ちにやるんやとね、あ

るでしょう。時期も示してね、イメージを与えない

とね、もう難しいことばっかり言うても、それは理

解しないと思うんですよね。わかりますかね、それ

は。それをね、よく議論をしてね、一緒になってやっ

ていくという姿勢を示してもらいたい、市長から。

市長の姿勢を出してください。 

 二つ目はね、やっぱり住民負担の問題なんですよ。

どうしても入ったほうがいいというのは、それは、

難視聴地域なんかはテレビを見られるからちいうの

は、恩恵があるとこはそれはどうしても入ろう、急

いでくれとなりますよ。しかし、市街地やったらそ

うしなくてね、まず高齢者の世帯ならね、もうあと

何年生きるかと、そげん金かくることないやないか

と、こうなりますよ。そういう家だってあるでしょ

うが。しかし、本来ならばそういう家庭にも入って

いただいてね、次々とやっぱり情報を流してあげた

いわけでしょう。そうするとね、やっぱり負担の問

題があるからね、負担はこうこうこうするんやとい

う立場をやっぱ共通理解でやらないかんからね。先

程私が要求しました、今度新しく打ち出します宅内

工事のね、助成事業については、要綱を皆さんに配っ

てください。今日終わってから議長、配らせてくだ

さいよ。やっぱ皆さんに理解してもらったほうが得

でしょうが。 

 それからね、もう一つは、後期高齢者医療につい

てもね、市長が市長会でやってるんだと。やってる

かやってないかちゅうのは、私はもう全部わかって

るんですよ、市長会がどの程度やろんかちゅうのは

ね。市長自身がね、本当に、大分県の中でも最も高

齢者が多い町になったでしょう、市になったでしょ

う。だから、うちが応えるんだから、なんとかお年

寄りのこの保険料を一銭でも安くしたいという立場

からね、あの手この手を使うと、そういうね、政治

的努力する考えはないんですか、市長、あなたにや

ろうという気持ちはないんですか。だったら次の市

長ももう１回続けてもらってもいいという声が少し

は出ましょうけどね。いまんようなこっちゃ出らん

ですよ、それは。言うちょくけどねえ。だから改め

てね、まあその、県に向けてはね、ちょっと働きか

けをしようということになったけど、それは評価し

ますよ。その勢いでさらにね、市長の政治力を発揮

してほしいと思うんですよ。大きい声出さんでもい

いから、理を詰めて、お年寄りの負担を軽くしてい

こうということで頑張ってもらいたい。もう１回市

長答弁してください。 

 それから、その公開の問題でね、公開しないとい

うことやけどね、これはね、姿勢の問題が問われる

ことを言ってるんですよ。お金の問題じゃないでしょ

う。いま答弁がなかったから、佐藤課長もう１回答

弁して。 
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情報公開でね、市長の交際費を請求した人が何人

あるのか。それから一般的に市のホームページにア

クセスが１年間に何件あるのか。その差をどう見る

のか。 

皆さんは家庭でいま見られるんですよ。家庭で見

れるんです。毎日の行事が、担当課が努力しまして

ね、それは写真付で努力に評価しますよ。あれだけ

努力して写真でね、毎日の行事がもう全世界に公開

されとるんですよ。ならばね、大したことはないん

だという市長の交際費も、俺は何ら無駄なことは使っ

てませんよと堂々と公開すればいいじゃないですか。

なぜそれができないんですか。情報公開でやってる、

情報公開はそれだけじゃない、すべてを情報公開し

てますよ。情報公開ということを言ってるんじゃな

いですよ。いまの時代でインターネットでね、公開

することができないんですかと。宇佐でもしてます

よ。宇佐のを見たことありますか。釘宮大分市長の

ホームページ見たことありますか。見てくださいよ。

できないんですか、それが。それをすれば、あなた

の評価が上がるだけじゃないんですか。 

 それから記者会見についてもね、当然記者に公開

したものをね、誰でも見れるようにするちゅうのは

ね、それは広瀬知事の記者会見の内容見てごらん、

すばらしいですよ、それは。だからあれだけね、県

知事選挙の評価が高いんですよ。そうでしょう。よっ

て、もう一度、市長の見解、市長の政治姿勢が問わ

れる問題ですからね、明らかにしてください。 

 それから、教育長にもう最後だけね、認識の問題。

あなたは何校か扇風機があると言ったらね、せめて

残り校に扇風機付けてあげたいちゅう気持ちはない

んですか。できるなら早い時期でエアコンも付けた

らなあちゅう気持ちはないんですか、教育者として。

そのことを聞いてるんですよ。何年からできるかで

きんかはね、市長がね、予算を握ってるからね、そ

れはありますよ。教育者としてはね、そういう立場

に立たないんですか。明らかにしてください。 

○議長（菅 健雄君） 市長永松博文君。 

○市長（永松博文君） それではお答えいたします。 

 ホームページの掲載につきましては、私はするつ

もりはありませんので、お答えいたします。 

 それから、後期高齢者等の問題につきましては先

程ご答弁したとおりでありますし、それからケーブ

ルテレビについては、なんとしても入ってもらいた

いということの中、中山田議員にご答弁のときに申

し上げたとおりで、もうそういうことの中で議員の

皆さんにお願いしたいと、それもお願いした次第で

あります。 

 以上でございます。 

（○２２番（大石忠昭君） 議員を大事にせんとな。） 

○議長（菅 健雄君） 参事兼総務課長佐藤良雄君。 

○参事兼総務課長（佐藤良雄君） 情報公開の請求

でございますけども、通告時になかったもんであり

ますから、一応調べておりませんので、ご了承いた

だきたいと思いますし、アクセスにつきましてもあ

りませんでしたので、手持ちに資料がございません

ので、よろしくお願いします。 

（○２２番（大石忠昭君） そんなもんじゃないで

すよ。（聞き取れず）ないよ、佐藤君、なめるんじゃ

ないよ。） 

（「質問しよんのじゃろうが」の声あり） 

○議長（菅 健雄君） 教育長都甲桂一君。 

○教育長（都甲桂一君） 学校のクーラー等の関係

でございますけど、先程申し上げましたように、扇

風機のある学校とない学校がございますし、その件

につきましては、地域によっても差があろうと思い

ますので、学校等にも情報を収集してみて考えたい

と思います。 

 以上です。 

○議長（菅 健雄君） これにて一般質問を終結い

たします。 

○議長（菅 健雄君） 以上で本日の日程は全部終

了いたしました。 

 明日から９月１９日まで休会し、各委員会におい

て付託案件の審査をお願いいたします。 

次の本会議は、９月２０日午前１０時に再開し、

各委員長の報告を求め、質疑、討論、採決を行いま

す。 

なお、討論の通告は、９月１８日午後５時までに

提出願います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

     午後２時５２分 散会 
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